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写　　　　　真

●ブータンテレコム総裁室でのヒアリング

左から BT 総裁 Mr. Nidup、JICA スタッフ、三宅
団長、菅原団員、BT 部長 Mr. Karma

左から BT 部長 Mr. Karma、BT 総裁 Mr. Nidup、
JICA 調査団

● BT オペレーション部長室でのヒアリング

左から Mr. Karma、三宅団長、菅原団員、山口
団員

Mr. Sonam（BT プロジェクトマネジャー）と
Mr. Karma（BT 部長）

●通信施設

OPGW と送電塔 OPGW のクロージャ（接続収納箱）

クロージャ



プナカ電話局

日本の ODA で建設された電話交換機

同じくディーゼル発電装置

同じくデジタル無線タワー

●ブータンテレコム構内

BT 本社ビル Thimphu 電話局ビル



●タシチョゾン

政府機関・宗教機関の入った建物 GNHC 主席調整官室でのヒアリング：左から
Mr. Karma（BT 部長）、GNHC 主席調整官、JICA
調査団

● JICA 事務所

事務所ビル JICA 所長への報告

左から菅原団員、坂部所員、朝熊所長、三宅団長、
山口団員



●情報通信省

MoIC ビル DITT 部長へのヒアリング：左から山口団員、菅
原団員、三宅団長、JICA スタッフ、DITT 部長、
Chief Officer（MoIC）

● Thimphu 電話局構内の通信設備

衛星地球局パラボラアンテナ

日本の ODA で建設されたデジタル無線タワー

●クレーントラック

JICA フォローアップで供与された。10 年以上
経過しているが、維持管理され現在も重宝され
ている



● FTTX 施工現場

ハット内（空調機から水滴が飛散）

光ドロップワイヤの配線実態 架空光ファイバーケーブルの布設実態

●署名式（ブータンテレコム会議室）

左から GNHC 主席調整官、BT 部長 Mr. Karma、
BT 総裁 Mr. Nidup、三宅団長

エアコン機

光ファイバー曲
げ（マイクロベ
ンディング）で
破断の恐れあり

防水シートで
水滴を防護

水平に保たれて
い な い ク ロ ー
ジャ（雨などが
浸入し故障の原
因となる）



●プンツォリン電話局

プンツォリン電話局ビル プンツォリン電話局長へのヒアリング

左から三宅団長、BT 電話局長、Mr. Sonam（BT
プロジェクトマネージャー）

●フィールドトライアル（プンツォリン）

国境ゲート（ゲートの向こうがインド） 市街地



 

略 語 表 
 

略語 正式名称 日本語または説明 

3G 3rd Generation ITU（国際電気通信連合）によって定められた

「IMT-2000」標準に準拠したデジタル携帯電話の

こと 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

ADSL Asymmetric Digital Subscriber 

Line 

メタルケーブルを使用して、上り（アップリンク）

と下り（ダウンリンク）の速度が非対称な高速デ

ジタル有線通信技術 

APT Asia Pacific Telecommunity アジア・太平洋電気通信共同体 

BICM Bhutan Information, 

Communications and Media 

ブータン情報通信メディア法 

BT Bhutan Telecom Ltd ブータンテレコム 

BTCIRT Bhutan Computer Incidence 

Response Team 

ブータンコンピュータ事故対応チーム 

BPC Bhutan Power Cooperation ブータン電力公社 

B-wallet  ブータンテレコムの携帯電話サービスの 1 つ（電

子送金サービス） 

C/P Counterpart カウンターパート 

DHI Druk Holding & Investment LTD 国営・公共事業等に出資するのを目的に設立され

た政府外郭団体 

Dzonkhags  州、県に相当 

FTTB Fiber To The Buliding 光ファイバーを加入者の建物まで引き込んで行

う通信サービスの総称 

FTTC Fiber To The Curb 光ファイバーを加入者宅のすぐ手前まで敷設し、

宅内へは別の手段で回線を引き込む通信サービ

スの総称 

FTTH Fiber To The Home ユーザ個宅まで直接光ケーブルを引き込む。

FTTP（Fiber To The Premises, Premise：敷地）と

もいう 

FTTX  FTTB/FTTC/FTTH の総称 

G to C/G2C Government to Citizen 自治体や政府から住民・国民に向けて提供される

電子化・ネット化された公共サービスなどのこと

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GE-PON Gigabit Ethernet PON イーサネット技術を利用した 1Gbps の超高速で

光ファイバーのアクセス区間通信を実現する技

術 

Gewogs  郡、地区に相当 



 

略語 正式名称 日本語または説明 

GIS/GPS Geographic Information 

Systems/Global Positioning 

System 

地図情報を扱うソフトウエア/全地球測位システ

ム（センサー） 

GNHC Gross National Happiness 

Commission 

国民総幸福量委員会 

ICT Information and Communication 

Technology 

情報通信技術 

IPv6 Internet Protocol Version 6 インターネットプロトコルのバージョン：IPv の

IP アドレス枯渇が迫り、IPv への移行が進めらて

いる 

JCC Joint Coordination Committee プロジェクトの合同評価会 

JICA Japan International Cooperation 

Agency 

国際協力機構 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

MoE Ministry of Education 教育省 

MoIC Ministry of Information and 

Communications 

情報通信省 

NGN Next Generation Network 既存の電話網と IP ネットワークを IP 技術を用い

て、セキュリティを向上させた IP 通信網として

統合し、現行の公衆網を代替する次世代 IP ネッ

トワークのこと 

NSB National Statistics Bureau RGB ブータン国家統計局 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

O&M Operation & Maintenance 保守運用管理 

OPGW Optical fiber composite overhead 

ground wire 

光複合架空地線（雷遮蔽を目的として、送電線の

上部に架線した架空送電線に光ファイバーを内

蔵させ、情報通信用の機能を付加させたもの） 

OSP Outside Plant of 

Telecommunications 

電話線路設備（電柱、ケーブル、配線ワイヤ等）

OTDR Optical Time Domain 

Reflectometer 

光パルス試験器 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル管理 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PO Plan of Operations 活動計画 

PON Passive Optical Network 光―電気変換を行わず、低コストなスプリッタを

用いて光信号を複数に分岐して、1 本の光ファイ

バを複数ユーザで共有する、経済的なネットワー

ク装置 



 

略語 正式名称 日本語または説明 

SDH Synchronous Digital Hierarchy 光ファイバーを用いた高速デジタル通信方式の

国際規格 

Tashi-Cell  ブータンで 2 番目の携帯電話会社（タシグループ

が経営） 

TWAN Thimphu Wide Area Network ティンプー自治体域内ネットワーク 

UN United Nations 国際連合 

VoIP Voice over Internet Protocol 電話音声を IP パケット化し、インターネット上

で音声通信等を可能にした技術 

VPN Virtual Private Network  仮想プライベートネットワーク / 仮想専用ネッ

トワーク 

WB World Bank 世界銀行 

WiFi Wireless Fidelity 電波を用いて数 m～数十 m の範囲で高速なデー

タ通信を行う技術 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ プロジェクト要請背景と調査目的 

ヒマラヤ山脈の東端に所在し国土のおよそ半分が標高 3,000m 以上の急峻な地形にあるブータ

ン王国（以下、「ブータン」と記す）にとって、通信網の拡大は、文字どおり陸の孤島化してい

る地域をつなぐ有効な手段の 1 つである。ブータン政府は通信を含むインフラの未整備が開発の

制限要因であるとし、従来から国家開発計画において通信セクターの開発を重要課題として挙げ

ている。 

1990 年代に日本の無償資金協力により実施された電話網の整備は、ブータンの社会経済の各方

面に多大なインパクトを与えており、同国より高く評価されていることからも、情報通信分野に

おけるブータン政府の日本に対する信頼は厚い。同支援により整備された全国域伝送網により、

地方間の通信状況は大幅に改善された一方、各地域内の加入者網の整備はいまだ行き届いておら

ず、通信サービス全体の品質が低い状況にある。また、既存の域内通信網はその能力が極めて限

定的なことから、その効果が市民レベルまでなかなか波及せずにいる。 

ブータンテレコム 5 カ年計画（2012～2017 年）では、国内大都市（人口の約 70％）を光複合架

空地線（Optical fiber composite overhead ground wire：OPGW）でカバーすることをめざしている。

その計画に基づき国内全県への光ファイバー網の整備を開始し、現在までにすべての地域をつな

ぐ基幹網が完成している。光ファイバー網が整備されれば、固定電話、携帯電話、インターネッ

トによる膨大な情報の高速通信が国内全土で可能となるが、現在までに整備されているのは地域

間をつなぐ基幹網だけであり、地域内の加入者網は依然限定的でかつメタルケーブルが使用され

ていることから、基幹網が光ファイバー化された利点を十分活用しきれていない。 

またブータン政府は、今後、通信インフラを活用し、地方においても都市部と同様の公共サー

ビスを提供するという電子政府化をめざしており、そのためには、地方部において、PC の他スマ

ートフォンやタブレットが使用できることが不可欠であり、今後見込まれる需要増加に応えるた

めには、ネットワークのオール光ファイバー化が必要不可欠である。しかし、ブータンのエンジ

ニアは、光ファイバー加入者網の事業計画策定、グランドデザイン、技術基準策定等経験がない

ため、2012 年 6 月、ブータンはわが国にこれらに係る技術協力プロジェクトの支援を要請した。 

本詳細計画策定調査はカウンタパート機関をはじめ関係機関と意見交換を行い、プロジェクト

の枠組みについて合意形成することを目的に実施された。 

 

１－２ 調査団派遣目的 

(1) ブータンの情報通信の現状の確認 

ブータン国内における情報通信網（特に光ファイバー加入者網）に関する現状を把握する

ことで、要請内容が事実に即し、かつ実現可能なものかどうかを確認する。 

(2) C/P の組織体制、要請内容の確認 

ブータンテレコム（Bhutan Telecom Ltd：BT）の組織体制、スキルレベル、収支状況、所

有施設・機材、料金設定・制度等を確認し、要請内容が妥当なものか確認する。 

(3) プロジェクト概要の確定 

上記(1)(2)の結果を反映しプロジェクトの概要（目標、投入、活動内容、評価指標、先方の

投入等、先方負担事項、評価タイミング、JCC 体制等）を確定し、協議議事録（M/M）を BT
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と締結する。 

 

１－３ 調査団の構成 

 担当分野 氏 名 所 属 期 間 

1 総括 三宅 繁輝 国際協力機構 経済基盤開発部 

運輸交通・情報通信第二課 課長 

9 月 22 日～10 月 2 日 

2 協力企画 菅原 憲嗣 国際協力機構 国内事業部 

研修企画課 

9 月 22 日～10 月 2 日 

3 通信網設計技術 山口 順也 ㈱ジャパンリーコム 9 月 19 日～10 月 2 日 

 

１－４ 調査日程 

JICA 団長、団員：2013 年 9 月 22 日～10 月 2 日 

コンサルタント団員：2013 年 9 月 19 日～10 月 2 日 

詳細日程は、付属資料 1 参照 

 

１－５ 主要面談先及び面会者 

(1) 情報通信省（Ministry of Information and Communications：MoIC） 

Mr.Phuntsho Tobgay Director IT&Telecom 

Mr.Karma Wandi Chief ICT Officer（Head） 

(2) 国民総幸福量委員会（Gross National Happiness Commission：GNHC） 

Mr.Rinchen Wangdi Chief Program Coordinator,Development Cooperation Div 

Ms. Kuenzang L. Sangey Deputy Chief Program Coordinator 

(3) ブータンテレコム（Bhutan Telecom Ltd：BT） 

Mr.Nidup Dorji 総裁 Chief Executive Officer 

Mr.Karma Tshewang オペレーション部長 General Manager/ Operation Division 

Mr.Sonam Rinchen プロジェクトマネジャーProject Manager/ IT Division 

Mr.Karum Jurmi 総務部長 General Manager/ Personal & ADM Division 

Mr.Tsherung Norbu IT 部長 General Manager/ IT Division 

Mr.Pushaba Pradhan 携帯部長 General Manager/ B-Mobile Division 

Mr.Chimmi Dolrji 経理部長 General Manager/ Finance Division 

Mr.Sangay Wangdi マーケット部長 General Manager/ Marketing Division 

Mr.Jichen Thinely 南西エリア長 Regional Manager,South Western Region 

Mtr.Jigme プンツォリン電話局課長 Manager Phuntsholing Exchange 

(4) JICA ブータン事務所 

朝熊由美子 所長 

坂部 英孝 所員 

古川 美晴 企画調査員 

Mr.Krishna Subba Adimin/Proream Officer 
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１－６ 協議概要及び合意事項 

(1) 協議概要 

BT エンジニアの光ファイバー加入者網設計・建設・保守運用に係る能力向上に向け、技

術標準マニュアルの制定、保守運用手法の定着、フィールドトライルによる実践演習等のコ

ンポーネンツについて、MoIC 及び BT と協議を行った。詳細は PDM（付属資料 2）を参照。 

 

(2) 合意事項 

関係機関へのヒアリングや BT の現場確認を実施した結果、本プロジェクト実施による、

ブータン国家開発計画への貢献が大いに期待されており、関係機関との数度の協議を経て、

その実施計画、実施内容、実施スケジュール及び実施にあたっての日本側ブータン側関係者

の役割分担等について合意に達し、2013 年 9 月 27 日（金）に JICA・BT・GNHC の三者によ

る文書署名が実現した。 

なお、PDM 中の各活動成果指標の入手手段の一部については、第 1 回 JCC までに検討す

ることとしたほか、調達機材の最終決定は日本側で行うことを説明し、同意を得た（付属資

料 3 参照）。 

 

１－７ 団長所感 

近年、情報通信分野においては、多くの国で民間主導により事業が行われているほか、技術の

革新が速く、数年で従来技術も陳腐化する可能性があるなど、ODA による技術協力の妥当性が危

惧されていた。しかし、先方関係省庁（BT、MoIC、GNHC）からは、本協力が無線基地局までの

光ファイバー基幹網設計や光通信が導入された頃より大きな変革はない分野であること、BT の

民営化は計画されていない旨言及があった。加えてブータンの特殊な事情がある。すなわち、外

交関係を結んでいる国が 51 カ国と少なく、国連常任理事国とは国交をもっていない。インドとの

関係が輸出入とも総額の 75％を超え、インド抜きで国は成り立たないが、心情的に従属状態への

反発があると思われる。外貨準備高の不足から外国製品の輸入（外資の流出）に厳しい制限がか

けられている。これらの理由から外国資本（特にインド）による通信事業への参画や民営化は当

面はないのではないかと推測され、技術協力の実施は妥当であると考えられる（豪米等への難民・

移住者がルワンダのように技術と資金を持って帰国し事業を展開する可能性もあるが、まだ当面

先と思われる）。 

技術協力内容については、前述のとおり、光ファイバー加入者網設計・施工能力強化と明確で

あり、また FTTX の接続位置についても、携帯事業の拡充をねらっていることから、LTE 基地局

等無線基地局までが主となるため、パイロット工事も、まだ携帯普及が進んでいないサイトを選

び、設計から施工までを一貫してできるものと思われる。 

なお、BT はじめ訪問した省庁からは、過去の通信事業のみならず、電力、医療等、他セクタ

ーへの継続的な支援について感謝の意が述べられ、BT においては 1990 年代に無償資金協力で供

与した無線中継設備等が現在も良好に運営・維持管理されており、日本製品への高い信頼が寄せ

られていることも分かった。また今回参団した山口順也団員が 2001 年から 2006 年にかけて技術

移転した内容が現在も BT の基盤となっており、当時の技術移転を基に現在の加入者工事も行わ

れているそうである。今般実施されるプロジェクトにおいても派遣専門家により光ファイバー加

入者網設計に係る日本の技術が移転されることに高い期待がもたれている。 
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本プロジェクトの実施にあたり、設計・パイロット工事内容、供与機材等は明確になったが、

先方の専門家への期待が高く、それに応えるためには、専門家の TOR 設定、人選方法について細

心の注意を払う必要がある。 

 

 

 

  



－5－ 

第２章 ブータンの概要 
 

２－１ 国概要 

ブータンはヒマラヤ山脈の東端に位置し、北を中国、南をインドに囲まれた内陸国であるが、

インドとは経済・教育・医療・国防等で緊密な関係を保っている。 

1971 年に国連に加盟し、1986 年には日本と国交を樹立している。2013 年 2 月現在、51 カ国及

び EU との間で外交関係を有している。 

2008 年に新憲法草案に基づく国民議会選挙が実施された。国王をトップとした絶対君主制から

立憲君主制への政体移行がスムーズにできた。国王は、現在も国家元首と位置づけられているが、

行政権は内閣に委譲されている。 

行政区は、全国 20 の Dzongkhag（県に相当する）とその下に 205 の Gewog（郡または地区に相

当する）がある。 

 

２－２ 地形・気候 

国土の大部分は熱帯モンスーン地域にあるが、標高 200m から 7,000m 以上まで広がっており、

熱帯から高地寒冷地帯が九州程度の域中に散在する。 

気候は、一般的に 6 月～9 月が雨期で 10 月～4 月は乾期である。雨期の時期、首都ティンプー

の降水量は 150～200mm/月で東京（平年）の 2～3 倍になる。 

 

２－３ 経済・財政 

ブータンの経済は、水力発電による売電収入や観光業収入で順調に成長してきている。しかし、

住民へのヒアリングでは、住居費の高騰、物価の上昇で生活は苦しくなっているとの情報もあっ

た。ブータンの経済概況を表－１に示す。 

 

          表－１ ブータン経済概況          （Nu：ニュルタム） 

 2009 年度 2010 年度 2011 年度 出所 

GDP（百万 Nu） 61,224 72,477 85,176 NSB 

GDP 成長率 6.7％ 11.8％ 8.5％ 日本外務省 

1 人当たり GDP（米ドル） ― 2,130 2,399 NSB 

対外債務/GDP 比率（％）*1 70.3 63.5 ― 日本外務省 

インフレ率（％） 4.05 9.1 8.45 NSB 

失業率 3.7 3.3 3.1 NSB 

車両登録台数*2 49,300 54,123 62,697 NSB 

交換レート（Nu/米ドル） 48.4 45.73 46.70 NSB 

人口（1,000 人） 683 696 721 NSB 

*1： ブータンの対外債務の特徴は、インドからのルピー建ての割合が高い。2010 年で 58.1％占めている。

ドル建ては 3.4％。 

*2： ブータン国内では、車両が急増しており、行政当局は道路拡幅工事、一方通行等を導入しているが、

首都ティンプーでは、渋滞が発生している。また政府の外貨準備高が急激に減少してきたことから、

海外からの新規車両の購入を停止（2011 年 3 月から）している。 

出所：NSB（National Statistics Bureau RGB） 
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２－４ 通信事情 

電気通信セクターの構成は、情報通信政策を扱う情報通信省（MoIC）、固定電話サービス、移

動体通信サービス・インターネットサービスを行うブータンテレコム（BT）があり、BT は固定

通信サービスの独占的なサービス提供事業者であるが、移動体通信サービス及びインターネット

サービスは民間企業にも解放されており、移動体通信サービス事業者は BT も含め表－２のとお

りである。 

 

表－２ 移動体通信サービス事業者 

会社名 開始時期 加入者数（2012） 

B-mobile（BT） 2003 年 36 万加入 

Tashi Cell 2008 年 10 万加入 

 

また、インターネットサービス事業者は表－３のとおりである。 

 

表－３ インターネットサービス事業者 

会社名 開始時期 加入者数（2012） アクセス通信手段 

DrukNet（BT） 1999 年 13,000 メタル、無線、光ケーブル 

Samden Tech 2000 年 30 衛星、VAST 

DrukCom 2004 年 100 無線、光ファイバー（一部）

Tashi InfoComm 2007 年 100 無線、光ファイバー（一部）

＊ADSL または、専用線によるブロードバンド加入者数、無線方式はデータは未公表 

 

通信サービスの利用者の推移をみてみると、固定通信サービスの利用者数に比べ移動体通信サ

ービスの利用者が、2003 年のサービス開始以来、急速に増加している。 

この背景には、移動体通信サービスは固定電話サービスに比べ配線工事が不要であることから、

サービス提供するまでの建設期間が短く、また需要数に応じた小刻みの設備増強が可能であり、

需要増に対応しやすいことが挙げられる。 

 

 
図－１ 固定電話と携帯電話の加入数の推移  
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第３章 国家開発計画等における ICT 分野の概要 
 

３－１ 情報通信省の取り組み 

(1) 第 10 次国家開発計画（2008～2012）における活動実績 

①全国ブロードバンドネットワークの構築 

光ファイバーネットワークが 20/20 県（Dzonkhags）、170/205 郡（Gewogs）に敷設され

た。 

②モバイルのエリアカバー 

205 郡全土をカバーしているが、遠隔村落ではカバーされていないところも多く、73 村

は、現在工事中。携帯電話の普及率は、34％（2008 年）→70％（2012 年）に向上。 

③インターネット普及率は、0.83％（2008 年）→19.7％（2012 年）に向上。 

④ICT コミュニティセンター（CCs） 

全国 205 の郡に、このセンターを設立して、インターネット接続ができる環境（パソコ

ン、プリンタ、スキャナ、カメラを設置）で IT 基礎研修を行い、G2C 利用を促進するこ

とをめざしている。2013 年 9 月現在 132/205 郡が ADSL 方式または光ファイバーケーブル

方式で接続が完了。 

⑤ICT 能力開発 

・電子政府構築に今後かかわる政府役人、議員、僧侶、公社や企業の上級役員等 2,800

名に ICT リテラシー研修が行われた。 

・ 7 カ所の教員訓練センターを設立（MoE の配下）し、e-education の普及促進のため 2,800

名の教員に研修が行われた。 

・168 カ所のコンピュータ実習室の設立（Middle and Secondary school）等。 

⑥ティンプー自治体域内ネットワーク〔Thimphu Wide Area Network：TWAN（省庁間イン

ターネット）〕 

首都ティンプーの政府関係機関（95 カ所以上）と地方行政管理機関（20 カ所）の間を仮

想プライベートネットワーク（Virtual Private Network：VPN）方式の光ファイバーネット

ワークで結ぶ。→11 次国家開発計画で 205 郡（Gewogs）をワイドインターネットで結ぶ

ことをめざす。 

⑦IT パークの設立 

IT パーク内のインキュベーションセンターに 9 の新規ビジネスが誘致された。またデー

タセンターサービスがセットアップされ、顧客 2 社が利用開始し、商業スペースでは、2

つの海外企業が運用を開始した。 

⑧Video Conferencing facility 

首相執務室と各大臣室（10 カ所）及び 20 県知事室の間で映像会議システムが構築され

た。 

⑨国際ゲートウェイ接続 

2012 年 3 月ブータン南部のゲリフからインドへの第 2 国際回線接続を構築（既に第 1 ル

ートは、プンツォリンからインドへは運用中）。第 11 次国家開発計画では 2017 年までに、

ゲリフ→インド→バングラデシュへの接続（第 3 の国際ゲートウェイ）を計画している。 

⑩その他、以下 ICT サービスメニューを構築提供している。 
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・電子リサイクル規制システムを確立（e-Waste Regulation） 

・情報安全管理政策を確立（IMPS） 

・電子政府マスタープラン 

・電子政府化に向け、各省庁のシステムの相互インターフェースを合わすフレームを構

築（e-Gov Interoperability Framework）した。→第 11 次国家開発計画で実行していく。 

・ゾンガ語をオープンソース Linux でアップデートした。 

⑪南アジア 4 カ国の情報ハイウェープロジェクトがアジア開発銀行（Asian Development 

Bank：ADB）の予算で順調に進捗している（インド・バングラデシュ・ネパールとのネ

ットワークは、光ファイバーで接続されている）。 

⑫情報通信・メディア法（2006 年版）が見直された（サイバーセキュリティ、データと個

人情報の保護を追加）。 

 

(2) 第 11 次国家開発計画（2013～2018）における情報通信分野での取り組み施策 

①政府データセンターの設置 

②TWAN を見直し地方行政機関（Dzonkhags、Gewogs）まで拡大を計画 

③ブータンコンピュータ事故対応チーム（Bhutan Computer Incidence Response Team：

BTCIRT）の設立 

④データ HUB の設置 

⑥第 3 の国際通信ゲートを設置 

⑦ブータン研究開発・教育ネットワークを構築 

⑧通信ブロードバンド政策の実施 

⑨電子政府マスタープランの実施 

⑩ブータン Tech Village（IT パークの拡張）の設立 

 

(3) その他 

・移動体通信サービス事業は、現在 2 社（BT と Tashi-Cell）だが、2013～2014 年度に第 3

の携帯電話事業者の参入を呼びかけている。 

・通信ブロードバンド政策のドラフトが完成し、GNHC へ提出し、内閣の承認手続きに進

んでいる。 

 

３－２ ブータンテレコム（BT）の取り組み 

(1) 第 10 次国家開発計画（2008～2010）における活動実績 

①モバイルのエリアカバー：205 郡全土をカバーした。 

②3G サービスの開始 

③国際通信関門局（プンツォリン）の伝送容量を 2.5Gbps にアップグレードした。第 2 国

際通信関門局としてゲリフ局（2.5Gbps）を設置した。 

④ブータン国内市外伝送路（OPGW）に NGN/SDH 技術によるアップグレード（10Gbps）

を実施した。 

 

(2) 第 11 次国家開発計画における取り組み施策 
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①BT は、ブータン政府が進める各種 ICT 施策（電子政府、遠隔医療、G to C）のプラット

ホームとなる光ファイバー加入者網（FTTX）を構築すべく設備投資する（年度別計画は、

付属資料 6 参照）。 

②携帯電話サービスを山岳地やリモートエリアの全エリアに展開できるよう設備投資す

る。 

③既存交換方式をソフトスイッチ（IP 化）へ切り替え 

 

３－３ 他ドナーの援助状況（対 MoIC） 

①「ブロードバンド政策」アドバイザ（ITU 専門家：2012 年 4 月、1 カ月間） 

②「通信政策」アドバイザ（WB 専門家：2012 年 1 月～4 月） 

③ WiMax パイロットプロジェクト〔アジア・太平洋電気通信共同体（ Asia Pacific 

Telecommunity：APT）と KDDI：2013 年 2 月～4 月〕。 

④BTCIRT が設立（ITU と世銀の資金でハードウェア購入） 
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第４章 ブータンテレコム（BT）の状況 
 

４－１ 組織体制 

BT は、1970 年ブータン通信省内の 1 部局（電気通信局）として、電話サービスを提供開始し

た。その後、2000 年にブータン情報通信省傘下の通信公社に移行した。 

2007 年からは、通信公社体制から DHI*1（Druk Holding & Investment LTD）100％出資の独立会

社になった。 

BT の組織体制は、表－４のとおり経営会議メンバーの下に本社内に 6 部、地方電話局（有人

保守局：7 局、電話交換局：74 局）は、2010 年に 4 つの地域体制に集約し、職員数は 650 名（2013

年 9 月現在）で運営されている。 

 

表－４ ブータンテレコムの組織体制 

 
 

*1：DHI とは、2007 年 11 月にブータン政府は、ブータン経済活性化、競争力強化を図るため、政府外郭

機関として設立（財務省が 100％出資）された。BT と同じ DHI の出資形態を受けているのは、ブー

タン電力公社、ブータン航空、ブータン国営銀行、クンセル新聞等がある（付属資料 7）。 

 

４－２ 提供サービス 

BT が提供している主なサービスは以下のとおりである。 

(1) 固定電話サービス 

・音声通話（市内、市外）サービス 

・ポストペイドサービス 

・電子明細請求システム 

・電話会議サービス 

・Wake up call 等 

 

(2) インターネットサービス（ブランド名：Druknet） 
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・ブロードバンド（ADSL 方式/FTTX 方式*2） 

・ダイアルアップインターネット 

・VoIP 電話 

・WiFi 

・Web 等 

 

(3) 移動体電話サービス（ブランド名：B-Mobile） 

・プリペイドサービス 

・ポストペイドサービス 

・B-Wallet*3 

・3G 等 

 

(4) 国際通信サービス 

・国際通話サービス（ゲート局：ティンプー局、プンツォリン局） 

・国際データリンク（ゲート局：プンツォリン局、ゲリフ局） 

 
*2：新たにサービス提供開始した FTTX の料金体系は、既存の ADSL と同一料金体系（付属資料 9 参照） 
*3：携帯電話による銀行口座からの自動送金サービス（2012 年 12 月から開始）（付属資料 10 参照） 

 

４－３ 財務状況と設備投資計画 

(1) 財務状況 

BT の収支状況は、表－５のとおりである。 

 

        表－５ BT の最近の収支状況       （単位：百万 Nu） 

 2010 年 2011 年 2012 年 

① 収 入 1,563 1,829 2,209 

② 支 出*1 1,029 1,148 1,399 

③ 利益（税引前） 534 681 863 

④ 税 金 198 249 287 

⑤ 配 当 168 216 231 

⑥ 利益③－④－⑤ 168 216 345 

*1：含む原価償却費           Nu（ニュルタム）＝1.64 円（2013 年 9 月現在） 

 

(2) 設備投資状況 

BT は、政府の ICT 政策を推進するため情報通信分野のプラットフォーム・インフラスト

ラクチャの建設や通信設備の更改・アップグレードを積極的に展開している。 

主な実施内容及び計画は以下のとおりである。 

1) 過去 3 カ年（2010～2012 年）の実績 

・衛星地球局（ティンプー関門局）の更新（23 百万 Nu） 

・NGN Fiber SDH（10Gbps）方式による市外ネットワークの IP 化（2.2 百万 Nu） 
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・既存交換機（E10）のアップグレード 

・携帯電話中継所を建設（35 カ所）し、205 すべての Gewog に拡張した（380 百万 Nu） 

・IPv6 への移行（アジア地域でいち早く、基幹系ネットワーク移行完了し、加入系は、

逐次移行準備中） 

2) FTTX の年度別投資額と建設計画数は表－６のとおりである。 

 

表－６ FTTX の年度別計画 

 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 

FTTX 投資額（百万 Nu） 108.4 95.3 73.0 95.3 100.8 

計

画

数 

FTTC（キャビネット数） 18 15 12 16 17 

FTTB（ビル数） 40 30 30 30 30 

FTTH（加入者数） 20 20 20 20 20 

 

４－４ 通信設備の現況 

(1) 国際ゲートウェイ（音声回線用） 

①ティンプー関門局：インド向け（60ch）、UK 向け（60ch）、日本向け（30ch）、ネパール向

け（30ch） 

②プンツォリン関門局：インド向け（30×15ch）、日本向け（60ch）、香港向け（60ch）、タ

イ向け（30ch）、シンガポール向け（30ch）、バングラデシュ向け（30ch） 

ネットワーク構成を図－２に示す。 

 

 
図－２ 国際通信ネットワーク構成（対地別） 

 

(2) 国際ゲートウェイ（データリンク：インターネット用） 

①プンツォリン関門局：ロンドン向け（2.5Gbps）、香港向け（150Mbps） 

②ゲリフ関門局：香港向け（2.5Gbps） 

ネットワーク構成を図－３に示す。 
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図－３ DINTERNATIONAL LINK CAPACITY 

 

(3) 市外伝送路網 

市外伝送路は、以下の①無線方式と②有線光ファイバーケーブルによる 2 ルートが完了し、

安定した信頼性の高い高速大容量伝送路になり、市外通話用/インターネット回線用/TV 映像

伝送用に使用している。 

①マイクロウェーブ方式 

日本の ODA（1992～1998 年）で建設され、約 20 年近く運用されてきた。しかし、通信

技術の進展に伴い、デジタル無線網から IP ハイブリットマイクロウェーブ方式にアップグ

レードしている。 

②OPGW 方式 

BT は、市外伝送路の高速・大容量化を進めるため、2004 年ブータン電力公社（Bhutan 

Power Cooperation：BPC）の送電線塔を借用して、OPGW 光ファイバー架空地線を布設開

始した。その後、BPC 自身も、OPGW 建設工事を実施した。2011 年、MoIC は全国の OPGW

網を一括管理する（BT は、それまでの建設コストを MoIC から補償してもらった）ことに

なった。BT、BPC や Tashi-Cell は、MoIC に申請しリースする形になっている（現在は、

無料で借りている）。OPGW ネットワーク構成を図－４に示す。 
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図－４ OPGW ネットワーク構成図 

 

③県～郡間光ファイバー網 

OPGW から各 BPC のサブステーションに終端された光ファイバーケーブル及び、その

サブステーションから BT の地域電話局への光ファイバーケーブル布設状況は以下のとお

りである。 

・Dzongkhags（20 県）への配線は、すべての県に 24 心の架空光ファイバーケーブルを布

設完了。 

・Gewogs（205 郡）へは、170/205 郡に 24 心の架空光ファイバーケーブルを配線済み。 

これらの光ファイバー建設技術スキルは、以前 JICA 専門家による指導を受けた C/P が

自ら設計・施工したものである。 

 

(4) 市内網 

①固定電話の加入者数の推移（2007～2012 年） 

図－１（6 ページ）のとおり、年々微減の傾向である（各国とも同様な傾向にある）。 

②光ファイバー加入者数 

BT は DHI に対して「2012 年度から FTTX をスタートする」とコミットしていたことか

ら、2012 年 11 月から FTTX 工事に着手し、現在の光ファイバー加入者数（2013 年 9 月時

点）で、450 ユーザ（ティンプー：300、ウオンディ：100、パロ：50）が開通していた。 

その開通現場の一部を調査した。光ファイバー基礎技術（接続・測定）は、過去の JICA

専門家の指導で習得していたものの、そのまま放置しておけば、近い将来、故障等が発生

する可能性のある現場もあり、その場で改修を指示した。BT 技術者も、FTTX 特有の設計・

建設（光分岐スプリッタ、光コネクタ、ビル内光配線技術等）及び保守運用管理（Operation 

& Maintenance：O&M）について、経験・ノウハウ不足を痛感しており、この分野での技

術指導を強く要望していた。 

③交換収容数状況 

既存交換機（E10）を順次ソフトウエア装置にアップグレードを進めている。 
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各地域電話局単位での交換機収容状況は、表－７のとおり、収容率は、51％である。 

加入者数のピークは、2005 年頃で 32,000 を越えていたが、携帯電話の普及とともに減

少傾向にある（各国の通信セクターも同様な傾向）。 

 

表－７ 地域電話管理局の交換容量と加入者数 （2013 年 8 月現在） 

 ①交換容量 ②既存加入者数 収容率 ②/① 

東部地域電話管理局 7,462 3,368 45% 

中部地域電話管理局 8,212 3,589 44% 

西部地域電話管理局 28,182 15,599 55$ 

南西地域電話管理局 8,912 4,488 50% 

合    計 52,768 27,024 51% 

＊詳細資料は、付属資料 8 参照 

 

４－５ サービス料金体系 

(1) 固定電話 

・初期費用：100Nu 

・市内通話：0.6Nu/分 

・市外通話：1.5Nu/分 

・携帯→固定：0.75Nu/15 秒 

・固定→携帯：3.0Nu/分 

・国際電話：カテゴリーごとに設定 

インド向き：5Nu/分 タイ向き：18Nu/分 

バンドⅠ領域：18Nu/分（USA、UK、韓国、ロシア等） 

バンドⅡ領域：30Nu/分（日本、中国、フランス、ドイツ等） 

その他の領域：45Nu/分 

詳細は、付属資料 9 を参照。 

 

(2) インターネット（ADSL） 

・初期費用：モデム、DSL の機種により、1,350～2,200Nu/年 

・月額料金：家庭向、事務所向、企業向別及び伝送容量ごとに 399～2,999Nu/月 

・今年からサービスを開始した FTTX の月額料金は、従来のインターネット（ADSL）と

同額料金としていた。 

 詳細は、付属資料 9 を参照。 

 

４－６ OSP 部門の研修状況及び保有資機材 

(1) 電話線路設備（Outside Plant of Telecommunications：OSP）部門の研修状況 

社内研修や近隣国への海外研修（バンコク、インド）を定期的に行って、技能向上を図っ

ている。今回の FTTX 工事を開始するにあたり、光ファイバー接続・測定研修を自前で実施

していた。本研修では、以前 JICA 専門家の指導を受けた C/P がインストラクタとして、各

地方電話局職員に対して実技指導していた。光融着接続機、光損失測定器は、JICA 専門家の
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活動時に供与されたものを使用していた。 

 

(2) 保有資機材 

付属資料 12 のとおりである。 

JICA フォローアップスキームで供与されたクレーントラックは、OSP 部門だけでなく、電

力部門、伝送無部門等が重量物の運搬や設置作業を行う際にも活用されている。既に供与後

10 年近く経過しているが、消耗したパーツ等は BT 予算から捻出するなどして、丁寧に維持

管理されていた（写真参照）。 

その他、資機材（地中管路内通線用パイプ、カッター、ニッパー等）についても、BT が

自前で購入したものや以前の JICA プロジェクトで供与した資機材も活用されていた。しか

し、JICA から供与されたものは 8～10 年経過しており、破損・劣化しているのもあった。類

似品を近隣のインドやバングラデシュから購入しているが、すぐにがたつき、破損してしま

い、作業性が悪い。本プロジェクトにおいて、耐久性・作業性に優れた日本製の要請希望が

出された（付属資料 13 参照）。 

また、OSP のメタルケーブル設計用・設備管理用として GIS/GPS システムを導入している

が、導入後 7 年経過し、GIS ソフトウェアのアップデートもできてない。今後 FTTX でも利

活用を検討しているが、バージョンアップが必要となる。ライセンス契約すれば、今後、ソ

フトウェアのアップグレードにかかわる支出はなくなるとのこと。BT では予算制約から購

入できてない状況にある。類似システムを導入している、ブータン測量局はインド政府から

援助を受けており、また農業省は海外ドナーから支援してもらっている。BT でも是非バー

ジョンアップをと JICA へ要望している。 
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第５章 協力への提言 
 

５－１ 協力の基本方針 

ブータンの市外中継光ファイバー幹線網が構築されたが、携帯電話の利用者増や、途上国であ

っても固定・携帯電話利用者のブロードバンド化への移行が急速に進行していることから、ブー

タン国内でも各地域の光ファイバー加入者網設計（FTTX）の早急な展開が望まれている。しかし、

BT 技術者は、この分野（光ファイバー加入者網の計画・設計・建設技術）に関する適切な技術

能力経験を有していないため、本協力は、BT 所属の技術者を対象とし、BT 技術者が自前で適正

な光ファイバー加入者網の計画・設計・建設及びその後の運用保守を実施できる能力を育成する

ことを目的とする。 

なお、協力にあたっては、世界で最も FTTX が普及しているわが国の光アクセス計画・設計・

建設及びその後の運用保守手法を活用する。 

 

５－２ 協力対象として取り組むべき技術的課題 

既に一部エリアで試行的に FTTX を敷設していた。これは、BT が DIH に対して年間事業計画

説明した際「2012 年から FTTX を開始する」とコミットしていたため実施していたものである。

既に工事していた施工現場を BT 職員に同行し調査した結果、FTTX 機器設置そのものは、製品

に添付してくる取扱い説明書を読み解き、設置していた。また、FTTX 関連情報をインターネッ

トや海外研修（インド・バンコク）で概要を研修していたものの、運用保守面からみると、設計

施工段階から改善の必要がある。その事例を列挙すると、次のようになる。 

・FTTC 用の屋外設置室（ハット）内の空調機からの水滴が飛散し、通信機材に水滴が付着し

ていた（放置しておくと、機器トラブル発生の恐れ→ビニールシートで防護することをアド

バイス：写真参照）。 

・FTTH でのビル内配線：光配線ワイヤが仮設置の状態（光ファイバーのマイクロベンディン

グによる破断トラブル、風雨で落下、引っかけて切断するなどの恐れがある：写真参照）で

あった。 

 

本プロジェクト実施にあたっては、上記の出来形やヒアリング等から判断して、以下のような

プロセスで技術的課題を整理した。 

(1) スキル項目別（現状レベルとあるべき姿の差分を協力対象として取り組むべき課題） 

今回調査で施工現場を 2～3 カ所視察した結果（工事出来形や施工者へのヒアリングから判

断）から、BT 技術者の現状のスキルレベル強み・弱みを分析して、表－８のように整理し、

取り組むべき技術的課題を抽出した。 

すなわち、各項目の技術能力を×や△レベルを○レベルまで引き上げることが課題と考え

る。 
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表－８ 習得すべきスキル項目と現状レベル 

スキル項目 

習得すべきスキル内容と現状スキルレベル（推定） 

知識の習得 
現状 

レベル 
技術の実践 

現状 

レベル 

設計 線路構造力学 × 折衝能力 ○ 

経済化設計 △ 安全設計 △ 

光ケーブルの特性 △ 他所管設備の確認 △ 

保全を意識した設計 ×   

物品 

検査 

物品仕様策定 × 点検チェック × 

検査項目作成 × 機能確認 △ 

点検個所の判定 ×   

建設 光ケーブルの特性 △ 安全作業手順 × 

線路構造力学 × 光ファイバー接続技術 △ 

標準作業手順 △ 光ファイバー測定技術 ○ 

  光構内配線技術 × 

  クロージャ接続技術 △ 

  光キャビネット成端技術 × 

O&M 不安全設備の更改判定 × DB システムの運用 △ 

設備 DB の維持管理 △ 故障データ分析、アクション × 

更改計画策定 ×   

＊凡例：○は、良好。△は、やや良。×は、不良。 
 

(2) 具体的な人材育成ステップ 

わが国の設計・施工・運用保守手法を基本とし、BT 技術者への当該手法の移植について、

段階を踏んで（知識の習得→知識の活用→手法の定着）協力していくこととする。 

・第 1 ステップ：C/P に対して、FTTX の概要レクチャ 

・第 2 ステップ：FTTX の物品・設計・建設の標準ガイドラインを概説し、マニュアル作成

手法を説明し、C/P にドラフト版作成指導する 

・第 3 ステップ：第 1 回フィールドトライアルを行う（基本設計→実施設計→物品仕様・数

量積算→物品要求→物品受入検査→建設工事→通信品質測定→標準マニュアルのレビュ

ー） 

・第 4 ステップ：第 1 回社内研修会（フィールドトライアル参加者が教官として、地方電話

局職員に FTTX 座学・実技研修） 

・第 5 ステップ：第 2 回フィールドトライアルを行う（内容は、第 1 回のフィールドトライ

アルのレビューを踏まえ実施） 

・第 6 ステップ：第 2 回社内研修会（内容は、OJT のレビューを踏まえ実施） 

・第 7 ステップ：ワークショップ、IT セミナーの開催〔フィールドトライアルに参加した技

術者による成果改善発表、ブータン国内の IT セクタ（官民）による IT 取り組み状況発表

（IT パーク、Tashi-Cell 等）、海外ブロードバンド先進国の事例や FTTX の研究開発技術

者による講演等〕 
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５－３ 協力対象 

期待されるプロジェクトの成果（アウトプット）としては、表－９のとおりである。 

 

表－９ 期待されるプロジェクトの成果 

実施項目 目 標 

1. FTTX 技術全般の技術標

準・マニュアルの整備 

 

 

 

現在 BT には、FTTX の技術

基準書・マニュアル類はない 

ブロードバンド社会実現のための基盤となる FTTX の安定した

信頼性の高い設備を構築に貢献する。そのため、ブータンの気

象環境状況やブータンで調達可能な資機材を考慮しつつ、日本

の基準を組み合わせた、物品選定・設計・建設標準を提言し、

ブータンにあったものにしていく。 

・FTTX の設計・建設手法の標準化 

・FTTX 関連物品の仕様及び物品検査のガイドライン制定 

・安全作業管理のガイドライン制定 

2. フィールドトライアルに

よる実践指導 

上記で作成したマニュアルをベースに実践演習として、フィー

ルドトライアルを行う。 

・ 実施設計にあたっては、安定したルート選定（交通状況、自

然災害等）、故障が発生しづらい配線方法を習得させる。 

・ 施工段階では、保全面を意識した信頼性の高い施工をめざす。

・ 作業中の転落・感電・飛び込み事故等安全作業管理教育を醸

成する→安全作業管理の実践 

 

５－４ 実施体制 

本プロジェクトの実施体制は、ブータンテレコム（BT）である。プロジェクト専門家のカウン

タパートとして、表－10 のとおり、BT 関係者を配置し、プロジェクト活動を進めていく。 

 

表－10 ブータン側カウンタパート及びプロジェクト専門家の構成 

 プロジェクトでの役割 担当者 

ブータン

側 

Project Director オペレーション部長 

Project Manager IT 部プロジェクトマネジャー 

Counterparts IT 部エンジニア 

IT 部エンジニア 

IT 部テクニシャン 

GIS ユニット エンジニア 

コーポレーション部マネジャー 

日本側 長期専門家 チーフ・アドバイザー－/FTTX 技術・品質管理・安全作業管理

短期専門家 FTTX 設計技術 

FTTX 建設技術 

GIS/GPS 技術 

FTTX 技術開発動向 

ブロードバンド利活用技術 
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図－５に示すように、本プロジェクトでは、Project Manager が中心となって、技術移転及び本

プロジェクトに係る意思決定が円滑に進むように、プロジェクト活動を展開していく。 

 

 
図－５ プロジェクトの実施体制図 

 

アウトプット 1 の「FTTX 標準マニュアル作り」に関しては、IT 部のインフラ建設担当部門が

中心になる。 

アウトプット 2 の「保守運用システムの構築」については、オペレーション部及び GIS ユニッ

ト担当の両部署が中心的な役割を担う。 

アウトプット 3 の「フィールドトライアルでの実践的な演習」については、IT 部とフィールド

トライアルエリアの電話局技術者との合同で建設施工を実施していく。 

日本側の長期専門家として、チーフ・アドバイザー/FTTX 技術・品質・安全管理のほか、短期

専門家として、FTTX 設計技術、建設技術、GIS/GPS 技術、FTTX 技術開発、ブロードバンド利活

用技術等を派遣する予定にしている。 

 

５－５ フィールドトライアル対象エリア 

プロジェクト対象エリア選定にあたり、以下を考慮して選定することとする。 

・これから都市開発計画、着工が予定されているエリア 

・地方行政機関や医療機関が存在するエリア 

・効果検証が見えやすい地方中核都市 

・携帯電話の拡充計画のあるエリア 

これらの要素を考慮し、知識の定着を目的としたフィールドトライアルの実施エリアとして、 

 プンツォリン（ブータン南部の商業都市、インドとの陸路の窓口） 
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 モンガル（ブータン中部の中核都市でブータン第 2 の総合病院がある） 

の 2 エリアをフィールドトライアルエリア候補とする。 

 

５－６ 協力の枠組み 

本プロジェクトの PDM を付属資料 2 に示す。以下 PDM に基づきプロジェクトの基本計画を説

明する。 

(1) プロジェクト目標 

本プロジェクト終了時に達成される目標は、「BT エンジニアの光ファイバー加入者網設

計・建設・保守運用に係る能力が強化される」としている。 

対象地域は、BT 本社のあるティンプーとフィールドトライアルを予定しているプンツォ

リンとモンガルとする。本プロジェクトから便益を受けるターゲットグループは、BT のア

クセス系及び IT 部門技術者（約 200 名）とする。 

本プロジェクトには、3 つの主要コンポーネンツが含まれている。すなわち、①FTTX の設

計建設マニュアル、FTTX 物品仕様及び検査マニュアル、安全作業管理マニュアルの 3 分冊

（アウトプット 1）、②GIS/GPS システムを活用した効率的な保守運用が確立する（アウト

プット 2）、③フィールドトライアル（2 エリア）での実践演習を通じて、施工手順、安全作

業管理を習得する（アウトプット 3）である。これらのアウトプットを組合せることにより、

その相乗効果としてプロジェクト目標の達成が見込まれる。 

プロジェクトの目標の指標は、フィールドトライアルで習得した能力で、BT が計画して

いる 5 カ年計画（FTTX の全国展開エリア）を BT 独自で遂行できることである。 

FTTX に係る BT の能力が強化された結果、①FTTX の年度計画数/完了数、②研修参加者

数で到達を確認する。その達成度を確認する指標の入手手段は、BT 年次報告者や研修レポ

ート等で関連情報を収集することにしているが、この指標については、第 1 回 JCC 会合で議

論することになった。 

 

(2) 上位目標 

上位目標は、プロジェクト目標が達成された結果として誘発される開発効果である。本プ

ロジェクトの上位目標は、「均一な ICT ネットワークがブータン国内に提供される」とし、

協力期間終了後も各活動を継続させることによって、プロジェクトが終了してから 2 年後に

は上位目標の達成が期待できる。 

上位目標の指標については、「2019 年度末までに全国の Dzongkhags への FTTX 普及率○％」

としているが、この指標については、第 1 回 JCC 会合で議論することになった。 

 

(3) アウトプット 

アウトプットは、プロジェクト目標の達成につながる具体的な目標であり、プロジェクト

期間中に順次達成されるものである。本プロジェクトでは、以下の 3 つのアウトプットを設

定する。 

アウトプット 1：FTTX の設計建設マニュアル等 3 分冊のマニュアルが制定される 

以前実施された JICA の技術プロジェクト（インドネシア OPCC）及び日本の FTTX 技術

標準を参考にして、ブータンの気象環境条件及びブータンで入手可能な光関連機材をベー
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スに技術標準・ガイドラインを策定していく。 

それを測るための指標については、第 1 回 JCC 会合で整理することになった。 

アウトプット 2：保守運用管理能力の向上 

1)  技術標準マニュアルを作成した C/P とパイロット工事に参加した技術者が教官役とな

って、地方電話局技術者への研修を行う。なお、地方電話局職員は限られた人員で日常

保守業務を行っていることから、研修を 2 回に分けて実施することにした。 

それを測るための指標としては、研修前のプリテスト及び研修 終日の 終テストで

評価することにしているが、これも再度第 1 回 JCC 会合で整理することになった。 

2)  GIS/GPS による FTTX 設備管理の効率化を図る。 

現在、メタル線路設備データ管理を GIS/GPS システム（旧バージョン）で運用してい

る。このシステムを FTTX へも展開していく予定であるが、データ処理能力に限界があ

る。現システムの見直しをするかまたはアップグレードしていくか、本プロジェクトス

タート時に検討していく。 

アウトプット 3：フィールドトライアルによる実践演習でスキル・ノウハウ向上 

パイロット工事（光ケーブルの布設・接続・光損失測定・構内配線・機器設定等）を通

じた実践的な指導を行うことによって、FTTX 技術者の実用的なスキル・知識の向上をめ

ざす。 

それを測るための指標は、第 1 回 JCC 会合で整理することになった。 

 

(4) 活動 

活動計画表（PO）では、それぞれのアウトプットに対応する活動が時系列的に記述されて

いる。 

以下、各アウトプット項目の活動概要について補足説明を行う。プロジェクト開始後、こ

れらの活動計画は、必要に応じて変更の可能性がある。 

アウトプット 1：FTTX の設計建設マニュアル等 3 分冊のマニュアルが制定される 

活動 1-1： 本社関係 C/P に対して FTTX の概論をレクチャして、設計・建設手法の方向性

等の意識合わせを行う。 

活動 1-2： FTTX 関連物品の紹介とブータンで調達可能な物品の洗い出し、C/P と仕様カタ

ログ等で機能確認を行い、BT 物品仕様を確定する。専門家の助言で、C/P が主

体となって BT 版仕様書を策定する。 

活動 1-3-1：FTTX 設計・建設マニュアル作成は、ブータンの地形・気象状況を考慮すると

ともに、入手可能な資機材での設計・施工を C/P にアドバイスする。そのなか

で、世界 先端技術を展開している日本の FTTX 技術も加味して作成指導して

いく。 

活動 1-3-2：第 1 回目フィールドトライアルを実施しての反省会を開催し、当初作成したマ

ニュアルのレビューを行う。 

活動 1-4： 安全作業は、日本の標準作業手順を C/P にレクチャするとともにフィールドト

ライアルでの実践演習で得た安全対策及びブータン国内で調達可能な安全対策

品を考慮した安全作業管理マニュアル作成をアドバイスして、指名された C/P

が主体となって作成する。 
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アウトプット 2：保守運用管理能力の向上 

活動 2-1： 現状の OSP 関連設備。機材の現状を把握・分析する。 

活動 2-2： 既存システム（メタルケーブルの設備管理用 GPS/GIS）の問題点、改善点の洗

い出し、機能改善・向上について、議論。FTTX 設備管理への応用の可否につい

て、整理し、GIS ソフトウェアの更新を検討する。 

活動 2-3： FTTX のトラブル事例等を参考に保守運用のガイドライン策定を指導する。  

活動 2-4： 研修に先立ち、研修カリキュラムを C/P と人材育成部門と年間育成計画と摺合

せ、内容を確定する。測定・接続演習用等の実習用教材の模擬線路サンプルを

作成する。 

活動 2-5： フィールドトライアル実施者が主体で、専門家はアドバイザとして BT（本社、

地方電話局）技術者を対象に第 1 回目の研修を実施する。 

活動 2-6： 第 1 回研修生のアンケート結果及び教官と改善点等について議論し、第 2 回目

の研修に反映する。 

活動 2-7： C/P と全国の電話局を回って、地方での電話局での保守運用業務での問題点等を

ヒアリングするとともに緊急的な対応を要するものと全社的取り組みとして必

要なものを洗い出し、BT 経営会議等で提案審議する。 

アウトプット 3：フィールドトライアルによる実践演習で実用スキル・ノウハウ向上 

活動 3-1： フィールドトライアルへの光ケーブル布設の 適ルート選定（交通状況、他所

管設備の埋設確認、自然災害等）及び調査方法を OJT 調査でアドバイスする。 

活動 3-2： 第 1 回目のフィールドトライアルサイトの実施設計・詳細設計を短期専門家の

指導の下で C/P が設計実施・必要材料を算出。 

活動 3-3： 物品調達・受入検査の実地指導。 

活動 3-4： 光ケーブル布設工事、接続作業、ビル構内光配線作業においては、施工手順だ

けでなく、安全作業・将来故障の発生を未然防止するような施工方法を指導し

ていく。 

活動 3-5： 第 1 回目のフィールドトライアル工事完了後、工事参加者全員で工事全般を評

価・分析し、第 2 回目のフィールドトライアル工事に反映する。 

活動 3-6： 第 2 回目のフィールドトライアル工事は、活動 3-2 からの手順と同様な手法で実

施していく。 

 

５－７ 外部条件の分析と外部要因リスク 

(1) アウトプット達成のための外部条件 

活動からアウトプットへの外部条件は、「本プロジェクトで育成された FTTX 技術者が、

各担当部署で業務を継続すること、及び制定されたマニュアル類が BT の規定類になること」

を設定した。本条件については、育成された FTTX 技術者が協力期間中に他部署もしくは他

地域への異動や転職などにより、当該業務から離れる可能性がある。この場合、プロジェク

トで蓄積されたそれまでの経験が継承されないことが想定され、アウトプット達成に悪影響

を及ぼすことが考えられる。したがって、同条件を PDM に掲載し、当該条件が満たされな

いという判断が下された場合、迅速な対応策が取れるよう、Project Director や BT 経営陣と日

頃からコミュニケーションをよくしておく必要がある。 
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(2) プロジェクト目標達成のための外部条件 

アウトプットからプロジェクト目標への外部条件として「BT がブータン全土へ FTTX 拡

張計画方針及び活動計画を変更しないこと」を設定した。本条件は、BT の財政事情や政府

方針の変更によって、本プロジェクトの継続が困難になり、プロジェクト達成に悪影響を及

ぼすことが考えられる。したがって、同条件を PDM に掲載し、当該条件が満たされないと

いう判断が下された場合、迅速な対応策が取れるよう、Project Director や BT 経営陣と日頃か

らコミュニケーションをよくしておく必要がある。 

 

(3) 上位目標達成のための外部条件 

プロジェクト目標から上位目標への外部条件に「政権が安定していること、及び ICT 分野

での急激な技術変革がないこと」を置いた。上位目標の達成に向け、BT 経営責任者と適宜

会合をもち、政権の BT への期待内容及び BT が採用する技術動向等について情報収集を行

い、プロジェクト目標の上位目標への貢献度合いを逐次確認していくこととする。 

 

５－８ プロジェクトの投入 

＜日本側の投入＞ 

(1) 専門家 

－チーフ・アドバイザー/FTTX 技術・品質・安全管理 

－FTTX 設計技術 

－FTTX 建設技術 

－GIS/GPS 技術 

－FTTX 技術開発動向 

－ブロードバンド利活用技術 

－その他 

プロジェクトの効果的な実施のため、必要に応じ、PON 技術などの分野で専門家の派遣も

検討する。各分野については、日本側とブータン側で協議のうえ、決定する。なお、専門家

のアサイン期間は、全体で 3 年間を想定している。 

 

(2) 本邦及び/または第三国における C/P 研修 

本邦及び/または第三国における C/P の短期研修を通じて、プロジェクト関係者の能力向上

を図る。具体的には、 

－FTTX 施工現場での施工実態調査 

－FTTX 研究開発センターでの開発動向 

－ブロードバンド利活用状況調査 

－FTTX 設備保守管理 

－その他 

 

(3) 機材供与 

フィールドトライアル工事及び実技研修用での資機材の調達が見込まれるとともに、

GIS/GPS システム管理にも十分なニーズがあると考えられるため、これらの関連機材の供与
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は必要である。なお、詳細は、本プロジェクトのなかで見極めていくこととするが、現段階

では、以下の機材項目が挙げられる。 

－フィールドトライアル工事に関する資機材（光融着接続機、OTDR、ケーブル通線用パ

イプ、GE-PON 装置一式、光構内機器類） 

－保守運用管理に関する機材（GIS ソフトウェア） 

－その他、プロジェクト活動に必要な関連機材 

 

＜ブータン側の投入＞ 

(1) C/P の人材配置 

C/P として以下のような人員配置を図る。 

－プロジェクト・ダイレクター：Operation GM 

－プロジェクトマネジャー：チーフエンジニア 

－カウンタパート：BT エンジニア、テクニシャン、マネジャー 

 

(2) プロジェクト実施に必要な執務室及び施設設備の提供 

合意議事録（R/D）に応じて、プロジェクト実施に必要なプロジェクト専門家執務室（家

具含む）、施設設備（通信設備含む）などの提供が求められる。 

 

(3) フィールドトライアル工事に係る費用の負担 

2 カ所のトライアルエリアにおける工事に係る経費は、基本的に BT の直営となっている

ため、人件費、機材運搬費は BT が負担する。ただし、必要となる新たな建設資機材につい

ては、上述の「機材供与」のとおり、日本側で調達する予定である。 

 

(4) 運営・経常経費 

－電気、水道、通信など 

－カウンタパートに対する国内旅費及び日当費 

－その他、必要に応じて関連経費の支出が求められる 

 

５－９ プロジェクト評価 

PCM（Project Cycle Management）手法に基づく評価方法により検討し、以下の視点から本プロ

ジェクトに対する協力の実施は適切であると判断される。 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、プロジェクト目標の上位目標に対する貢献度合いを考慮すると、以下

の理由から妥当性が高いと判断される。 

〈ブータン政府の政策との整合性〉 

本事業では、BT 技術者が外国人技術者に頼ることなく自前で FTTX 網の拡張に係る設

計・施工・運用保守能力を有することを目標に掲げており、このプロジェクト目標は、ブ

ータン政府が、これまで国家開発計画（5 カ年計画）を第 1 次～10 次まで実施し、通信端

末利用者間の広帯域通信へのニーズの高まりや、2013 年からの第 11 次 5 カ年計画におい

て、電子政府マスタープランの実施やデータセンターの設置等が方針として掲げられ、こ
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のような広帯域通信を必要とする社会情勢に対して大きな貢献をもたらすことになる。し

たがい、本プロジェクトに対するブータン政府の期待も高く、妥当であると判断できる。 

〈日本の FTTX 技術の優位性〉 

BT は、日本の ODA で建設された全国デジタル無線網及び電話交換機に対して、高い信

頼性をもっている。また、フォローアップで供与されたクレーントラックをはじめとする

資機材に対して、深い感謝の念を忘れない国柄でもある。 

わが国は、FTTX 普及率で世界でもトップクラスに位置づけられており、FTTX 設計・施

工・運用保守手法に基づくフィールドトライアルを実施することで、わが国の FTTX 関連

機器を技術移転し GE-PON（Gigabit Ethernet -Passive Optical Network）を導入しての実証・

比較検証を通して、広帯域光アクセス方式の優位性をアピールしつつ、わが国の光アクセ

ス関連周辺資機材輸出の機械を提供することが可能となることも考えられる。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトは、次の理由により事業のアウトプットがプロジェクト目標実現に大いに

有効であると判断される。 

プロジェクト目標の達成に必要不可欠なアウトプットとして、①「FTTX の設計建設マニ

ュアル等 3 分冊のマニュアルが制定される」、②「フィールドトライアルによる実践演習で

実用スキル・ノウハウ向上」及び③「保守運用管理能力の向上」の 3 つが設定され、知識の

習得、習得技術の定着、全国への拡大により、BT の全社的な FTTX 拡張能力が獲得できる。 

①では、安定した信頼性の高い FTTX 設備が構築できるよう、技術の標準化・物品の品質の

均一化を図るため、FTTX 標準マニュアルを制定する。本マニュアルの制定により、高品

質な施工が可能となり、BT 技術者が自前で FTTX 網の拡張に係る設計・施工・運用保守

能力を有するために必要なツールとして利用される。 

②習得した知識の定着を目的としたパイロット工事を通じて、実践的な施工ノウハウを習得

しスキルアップが図られ、引き続き行われる FTTX の全国展開における核要員人材育成と、

前述①マニュアルを活用することで、FTTX 網の拡張に係る設計・施工・運用保守能力を

全国に水平展開することができる。 

③FTTX が全国の地方電話局に普及すると、その保守運用が一段と重要になってくる。ブロ

ードバンド社会により、高速大容量の情報を中断させることは、いち個人ユーザにとどま

らず、企業・政府に大きな損失になる。こうした観点から、日頃の設備点検・改修ノウハ

ウ等を研修会や全国キャラバンで教授していくことで、全社的な保守運用能力の定着を図

ることができる。 

 

(3) 効率性 

効率性は、投入に対するアウトプットの結果により判断され、本プロジェクトは、以下の

理由から効率的な実施が見込まれる。 

BT では、過去 ODA プロジェクト（全国デジタル無線網構築）や JICA プロジェクト（光

ファイバー加入者網整備拡充プロジェクト）に参加した C/P がほとんど在籍しており、当時

の要員が本プロジェクトにも参加することになっており、国際協力機構の技術協力プロジェ

クトの仕組みに対する知識・経験を有すること、わが国アクセス網設計・施工・運用保守方



－27－ 

法を理解していることから、わが国の FTTX 網の設計・施工、運用保守手法に対する習得も

早いと期待でき、効果的な活動の展開が可能となりアウトプットの達成度を高めていくこと

が期待できる。 

 

(4) インパクト 

インパクトは、本事業の達成に伴うプロジェクト関係者や関連事象に対するさまざまな変

化をさす。本プロジェクト終了後、BT は、自前で FTTX 網拡張が可能となり上位目標で掲

げられている「全国どこでも均一な ICT ネットワークサービスが提供できる」のほか、広帯

域通信需要に対する柔軟な対応が可能となり、多様な通信サービスの提供を通して、BT の

収支にも正の影響を及ぼすことになる。BT では、継続して、FTTX 設備を良好な状態で維持

運用するとともに新増設要望に対してもスピーディに対応できるよう、本プロジェクトで制

定した「FTTX 技術標準マニュアル類」を活用して FTTX インフラを拡充していくことが期

待できる。 

また、ブータンでも更にブロードバンド社会は進展し、高速大容量の情報を中断させるこ

とは、一個人ユーザにとどまらず、企業・政府に大きな損失をもたらすと考えられる。その

ためにも、日常の設備管理・データベース管理（GIS/GPS）を徹底することで、即時対応ア

クションも可能になる。 

 

(5) 持続性 

BT では、1990 年代に無償資金協力で供与された無線中継設備等が現在も良好に運営・維

持管理されていることや、2001 年から 2006 年にかけて技術移転した内容が現在も BT の基

盤となっており、当時の技術移転を基に現在の光ファイバー加入者網工事も行われている。

これは、わが国の協力プロジェクトの実施期間中及び工事完了後も、習得した技術・手法を

活用し、設備の運用・維持管理に努めるとともに、BT 自らが設備拡張を実施していることか

ら、本プロジェクト実施期間中及びその後の光ファイバー加入者網拡張・運用保守にあたっ

ても、BT が習得した技術を活用し、体制を整え、運用保守できる持続性を確保できること

を示すものである。 
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1．調査詳細日程

団長/総括 協力企画 通信網設計技術

三宅課長 菅原憲嗣 山口順也

9月19日 木
10:50成田(NH953)⇒15:25バンコク
18:15（TG584）⇒19:25プノンペン

0:20羽田（TG661）⇒04:50バンコク
6:50（KB141）⇒10:15パロ
AM：パロ発⇒ティンプー着
PM：JICAブータン事務所打合せ

9月20日 金
事前送付質問票回収

情報収集（ブータンテレコム等）
現場視察

9月21日 土 質問票取りまとめ、分析

9月22日 日
20:25プノンペン（TG585)⇒21:30バン
コク

資料整理

9月23日 月

6:50バンコク（KB141）⇒10:15パロ
AM：パロ発⇒ティンプー着
PM：　団内協議
14:00JICAブータン事務所打合せ

0:20羽田（TG661）⇒04:50バンコク
6:50（KB141）⇒10:15パロ
AM：パロ発⇒ティンプー着
PM　団内協議
14:00JICAブータン事務所打合せ

AM：ブータンテレコム（情報収集）
PM：団内協議
14:00JICAブータン事務所打合せ

9月24日 火

9月25日 水

9月26日 木

9月27日 金

9月28日 土

9月29日 日

9月30日 月

10月1日 火
AM：ティンプー発⇒パロ着
11:30パロ（KB128⇒15:30バンコ
ク23:55（NH916）⇒

10月2日 水 ⇒08:15成田

地方視察：プンツォリン電話局、光ファイバー幹線

AM：移動（プンツォリン→ティンプー）
PM：資料整理、団内協議

9:30　ブータンテレコム　ミニッツ最終協議
15:00　ミニッツ署名式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査詳細日程                                           （付属資料１）

AM：ティンプー発⇒パロ着
11:30パロ（KB128⇒15:30バンコク22:10（TG640）⇒

⇒06:20成田

AM：ブータンテレコム　ミニッツ締結
16:00　JICAブータン事務所報告
19:00　レセプション（ブータンテレコム主催）

9:45　ブータンテレコム　表敬
14:30　情報通信省　表敬

9:30　ブータンテレコム　協議
14:00　国民総幸福量委員会　表敬

地方視察：プナカ電話局、ドチュラ無線中継所
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団長/総括 協力企画 通信網設計技術

Mission Leader Cooperation Planning
Telecommunications

Engineering/Networking
Specialist

Shigeki MIYAKE (Mr.) Kenji SUGAHARA (Mr.) Junya YAMAGUCHI (Mr.)

1 19 Thu
10:50Tokyo(Narita)(NH953)⇒
15:25Bangkok18:15（TG584）⇒

19:25Phnom Penh

TG661 00:20Tokyo（NHD）⇒
04:50Bangkok
KB141 06:50Bangkok⇒
10:15Paro
Paro⇒Thimphu
PM：Meeting with JICA Office

2 20 Fri
Interview to Bhutan Telecom

Site Visit
3 21 Sat Report Writing Blessed Rainy Day（Bhutan）

4 22 Sun
20:25Phnom Penh （TG585)⇒
21:30Bangkok

Document Arrangement

5 23 Mon

KB141 06:50Bangkok⇒
10:15Paro
Paro⇒Thimphu
14:00 Meeting with JICA Office

TG661 00:20Tokyo（HND）⇒
04:50Bangkok
KB141 06:50Bangkok⇒
10:15Paro
Paro⇒Thimphu
14:00 Meeting with JICA Office

AM：BT
14:00 Meeting with JICA Office

Autumn Equinox Day
（Japan）

6 24 Tue

7 25 Wed

8 26 Thu

9 27 Fri

10 28 Sat

11 29 Sun

12 30 Mon

13 1 Tue

AM：Thimphu⇒Paro
KB128 11:30Paro⇒
15:30Bangkok
NH916 23:55Bangkok⇒

14 2 Wed ⇒08:15Tokyo（NRT）

AM：Thimphu⇒Paro
KB128 11:30Paro⇒15:30Bangkok
TG640 22:10Bangkok⇒

⇒06:20Tokyo（NRT）

AM: Travel from Phuntsoling to Thimphu
PM: Report Writing, Internal Meeting

AM: Report Writing, Internal Meeting
16:00 Report to JICA Office
19:00 Reception

No. Date

Sep.

Oct.

9:45 Coutesy Call to Bhutan Telecom
14:30 Coutesy Call to Ministry of Information & Communications（MoIC）

9:30 Meeting with Bhutan Telecom
14:00 Meeting with Gross National Happiness Commission

Site Visit：Punakha(Telephone exchange station, Optical fiber cable links)

9:30 Meeting with Bhutan Telecom(final discussion about MM)
15:00 Signing on M/M at BT

AM: Travel from Thimphu to Phuntsoling
PM: Site Visit in Phuntsoling (Telephone exchange station, Optical fiber cable links)

Schedule of JICA Detailed Planning Survey Mission for "Technical Cooperation Project for Optical Fiber Techniques in
Telecommunications Engineering in Bhutan"

Remarks
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2．PDM（和文）
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3．協議議事録（M/M）

(添付資料３）（付属資料３）
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4．訪問メモ 

－53－ 

訪問メモ 1 
 

訪  問  先 ：JICA ブータン事務所 

日    時 ：9 月 19 日（木）14:30～15:30 

場 所 ：JICA ブータン事務所 

出席者（先方） ：古川美晴企画調査員 

出席者（当方） ：山口順也団員（コンサルタント） 

打合せ内容： 

１． 事務所からの情報共有 

質問票をブータンテレコム（BT）、情報通信省（MoIC）へ送付した際、MoIC は当プロジェク

トのことを知らなかった。その理由として、BT は MoIC ではなく、対外援助窓口である国民総幸

福量委員会（GNHC）へ要請書を提出していた（BT は MoIC から独立しており、MoIC と情報交

換する必要がないと考えている模様）。そのため、BT 訪問時には MoIC との関係や BT のステー

タス（※DHI との関係）について要確認。プロジェクトサイトは、①ティンプーと②パロかプン

ツォリンを候補と考えている。BT の窓口は、Mr.Karma Tshewang（GM,Operation Div.）、MoIC の

担当部門は DITT（Department of Information Technology & Telecom）。 
※DHI：Druk Holding & Investiment LTD（国王主導の下、国営・公共事業等に出資する組織で 100％財務省出資） 

 

２． 相手国関係機関への訪問予定 

（コンサル） 明日（20 日）9 時 30 分から BT 訪問する予定。その際に MoIC へのヒアリングに関

する注意点を確認する。 

（事務所） MoIC の訪問時間が確定したら連絡願いたい（同行を検討）。 

（コンサル） 承知した。 

 

・打合せ後の電話連絡 

（コンサル） BT から連絡があり、MoIC も本プロジェクトに協力する意向、とのこと。いずれに

せよ、明日の BT 訪問時に MoIC の関与に係る意見交換を行い、MoIC からの質問票

回収とヒアリング実施について調整する。 

（事務所） 承知した。 
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訪問メモ 2 
 

訪 問 先 ：BT（Bhutan Telecom） 

日 時 ：9 月 20 日（金）9:30～12:30 

場 所 ：BT 内執務室 

出席者（先方） ：Mr. Karma Tshewang（GM, Operation,BT）、Mr.Sonam Rinchen（Project Manager, 

DrukNet Div, BT） 

出席者（当方） ：山口順也団員、Mr.Kishna Subba（JICA Bhutan Office, Admin/Program Officer）

入 手 資 料 ：Annual Report 2012（BT）、Annual Report 2012（DHI）、DHI brochure 

打合せ内容： 

１． BT と MoIC の関係 

（JICA） BT と MoIC の関係はいかが？ 

（BT） 良好である。昨年 JICA へ要請を提出するに際しての政府関係機関との打合せは国民総

幸福量委員会（GNHC）と行ったことや、インドでの合同会議開催時には MoIC へ連絡

していなかったこともあり、JICA 事務所から MoIC 宛ての質問票が届いた際に、BT と

して戸惑った反応となった（今回のプロジェクトに関する質問票や M/M 調印、という

ことは MoIC にとっては唐突感があるとの懸念があったため）。昨日、MoIC の Mr.Karma 

Wandi（DITT）に電話連絡し、プロジェクトへの理解と協力の約束を得た。 

 

２．BT のステータス 

（JICA） ブータン国内における BT のステータスはいかが？ 

（BT） BT の経営会議メンバーは、MoIC、DHI（Druk Holding & Investiment LTD）、経済省、国

家予算局等の次官で構成されている。BT は DHI100％出資の独立会社。BT と同じく

DHI の出資形態を受けているのは、ブータン電力公社、ブータン航空、ブータン国営

銀行等がある。 

 

３．DHI 

（JICA） DHI とはどのような組織か？ 

（BT） 2007 年 11 月にブータン経済の活性化・競争力強化を図るため、政府外郭機関として設

立（財務省 100%出資）。6 代国王の発案らしい。 

 

４．質問票 

(1) （BT） 質問票の回答は本日夕刻のうちに提出する。 

 （JICA） 承知した。 

(2) （JICA） BT 民営化の動きはあるか？ 

 （BT） 政府からは何の意思表示もなく、今後政府が BT を民営化するとは考えていない。 

(3) （JICA） ブータン国内における光ファイバー普及状況はいかが？ 

 （BT） 全 Dzongkhags（20 県）に光ファイバー基幹網敷設済み。Gewogs（郡）へは、170/205

まで敷設済み。 

(4) （JICA） FTTX の導入計画はいかが？ 
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 （BT） ティンプーにおける導入計画（2013 年度）は、FTTB85 ビル、FTTC12 キャビネット、

FTTH40 ユーザー。また、他都市においては、パロにて 4 キャビネット、プナハ 1

キャビネット、プンツォリン 2 キャビネットを計画している。 

(5) （JICA） 現在の BT の組織体制は？ 

 （BT） 6 部門体制（経理部、オペレーション部、マーケット部、IT 部、総務人事部、B モ

バイル部）。地方については 7 電話局から 4 地域体制に変更した。 
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訪問メモ 3 
 

訪 問 先 ：情報通信省（MoIC） 

日 時 ：9 月 20 日（金）16:00～17:00 

場 所 ：MoIC 

出席者（先方） ：Mr.Karma Wangdi（Chief ICT Officer,MoIC） 

出席者（当方） ：山口順也団員、古川美晴企画調査員（JICA ブータン事務所）、Mr.Kishna Subba

（JICA ブータン事務所） 

入 手 資 料 ：質問票（回答） 

打合せ内容： 

１．第 10 次国家開発計画における ITC 分野での評価 

（JICA） 第 10 次国家開発計画における ITC 分野での実績・評価はいかが？ 

（MoIC） ITC 分野では総じて大きな業績を上げた。詳細は以下のとおり。 

(1) 全国ブロードバンドネットワークの構築：光ファイバーネットワークが 20/20 県、170/205

郡に敷設。 

(2) モバイルのエリアカバー：205 郡全土をカバーした。73 村は、現在工事中。普及率は、34%

（2008 年）→70%（2012 年）に向上。 

(3) インターネット普及率は、0.83%（2008 年）→19.7%（2012 年）に向上。 

(4) ICT コミュニティセンタ（CCs）：すべての Gewogs に１カ所の CCs を設立し、インターネ

ット接続できる環境をめざし 131/185CCs が完了（Fiber or ADSL）。 

(5) ICT 能力開発：2,800 名（役人、議員、僧侶、公社や企業の上級役員）を研修した。 

 7 カ所の教員訓練センターを設立（MoE の配下）し、2,800 名の教員を研修した。 

 168 カ所のコンピュータ実習室を設立（Ｍiddle and Secondary school）等。 

(6) ティンプーワイドエリアネットワーク（省庁インターネット）：首都ティンプーの政府関係

機関（95 カ所以上）と地方行政管理機関（20 カ所）の間を VPN 方式の光ファイバーネッ

トワークを構築。→11 次国家開発計画で、205Gewogs をつなぐワイドインターネット

（TWAN）実現をめざす。 

(7) IT パークの設立：インキュベーションセンター内に 9 の新規ビジネスの種が誘致された。

データセンターサービスがセットアップされ、2 つの顧客が利用開始し、商業スペースで

は、2 つの海外企業が運用を開始した。 

(8) Video Conferencing facility：首相執務室と 10 の大臣室及び 20 県知事室の間で構築された。 

(9) 第 2 の国際ゲートウェイ接続：ブータン南部のゲリフからインドへの国際回線接続を構築

（第 1 ルートは、プンツォリンからインドへ）。第 11 次計画で、ゲリフ→インド→バング

ラデシュへの接続（第 3 の国際ゲートウェイ）を計画している。 

(10) その他、以下 ICT サービスメニューを構築提供している。 

・電子リサイクル規制を確立（e-Waste Regulation） 

・情報安全管理政策を確立（IMPS） 

・電子政府マスタープラン 

・Parenting of ICT professional System 

・e-Gov Interoperability Framework（各省庁の電子政府システムのインターフェースを合わ
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す標準化を構築した。→第 11 次国際開発計画で実行していく） 

・ゾンガ語をオープンソース Linux でアップデートした。 

(11) 南アジア 4 カ国の情報ハイウェープロジェクトが ADB の予算で順調に進捗している（イ

ンド、バングラデシュ、ネパールとのネットワークは、光ファイバーで実施されている）。 

(12) 情報通信・メディア法【2006 年版】は、見直された（サイバーセキュリティ、データと個

人情報の保護を追加）。 

(13) 通信ブロードバンド方針のドラフトが完成し、GNHC へ提出し、内閣の承認手続きに進ん

でいる。 

 

２．第 11 次国家開発計画における情報通信分野での取り組み施策 

（JICA） 第 11 次国家開発計画における取り組みは？ 

（MoIC） 詳細は以下のとおり。 

(1) 政府データセンターの設置 

(2) TWAN（ティンプー市内の省庁間 LAN ネットワーク）の見直し：地方行政機関

Dzonkhags,Gewogs まで拡大） 

(3) BTCIRT チームの設立 

(4) Enterprise Architecture の実施 

(5) データ HUB の設置 

(6) 第 3 の国際通信ゲートを設置 

(7) ブータン研究開発・教育ネットワークを構築 

(8) 通信ブロードバンド政策の実施 

(9) 電子政府マスタープランの実施 

(10) ブータン Tech Village の設立 

 

３．通信事情の動向 

（MoIC） 携帯電話市場は増加、固定電話市場は、弱まっている。インターネットや携帯電話デー

タのニーズは増加。 

 携帯電話事業は、現在 2 社（B-mobile, Tashi-Cell）のライセンスが 2014 年に満了になる。MoIC

では、新たな携帯電話オペレータの参入を期待している。 

 

４．通信分野での他国、ドナーの技術協力活動状況 

（JICA） 通信分野での他ドナー動向はいかが？ 

（MoIC） 以下のとおり。 

(1) ITU 専門家のアドバイスで「ブロードバンド政策」が策定された【2012 年 4 月】（1 カ月間）。 

(2) 世銀の専門家のアドバイスで通信政策を制定した【2012 年 1 月~4 月】 

(3) 「ブータンテレコムとブロードバンド政策」について、MoICで修正編集された。現在 GNHC

で校閲している。 

(4) APT と KDDI により、WiMax パイロットプロジェクトが実施された（2013 年 2 月~4 月）。 

(5) ITU と世銀の支援で BTCIRT が設立できた（資金のみ提供され、ハードウエア購入）。 
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５．BT 民営化 

（JICA） 今後、BT が民営化する可能性や動きはあるか？ 

（MoIC） 承知していない。現在、BT は DHI 傘下に位置している。 

 

６．その他 

(1) 通信法や BT の法規制は BICM で規定されている。 

(2) 現在 DITT の部長が出張しているが、24 日の午後なら訪問を受けることは可能・時間は別途

要調整。当日は、MoIC から私と DITT の部長が出席する予定。 

(3) 「MoIC が進める ICT サービスの普及拡大に向け、光アクセス化を望んでいるので、本プロ

ジェクトに期待している」とのコメントが MoIC からあった。 
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訪問メモ 4 
 

訪 問 先 ：BT、FTTX プロジェクト室 

日 時 ：9 月 20 日（金）17:10～18:00 

場 所 ：BT 

出席者（先方） ：Mr.Sonam Richen（Project Manager. Operation,BT）、Mr.Ugyen Dorji（Technician,BT）、

Mr.Ringin Dorji（Technician,BT） 

出席者（当方） ：山口順也団員 

打合せ内容： 

技術者に対するヒアリング結果は以下のとおり。 

１．（JICA） 既に FTTX 工事を開始していようだが、事実か？ 

 （BT） DHI に「2012 年度中に FTTX をスタートする」とコミットしていたので、FTTX プ

ロジェクトを立ち上げ、工事を始めている（2012 年 11 月からパイロットテストと

してスタート）。 

 

２．（JICA） FTTX 工事の技術ノウハウはどのように得ているのか？ 

 （BT） 以前の OPGW 建設工事において、JICA 専門家（山口）から、光ファイバーの基礎

技術（接続・測定）を習得していたので、光ケーブル接続・測定は、何とかできる。

しかし、FTTX 特有技術は、インターネットや海外研修（バンコク）等での資料を

参考にしているが、適正かどうかは不明。FTTX で世界最先端を進んでいる日本か

ら技術指導〔設計・スプリッタ（光分岐）技術、光コネクタ技術、ビル内光構内配

線等〕を受けたい。 

 

３．（JICA） 建設工事用機材はどのように調達しているのか？ 

 （BT） FTTX プロジェクトチームの資機材はティンプー電話局の OSP（通信線路）課から

借用しているものの、レガシー設備の保守工事等での使用と重なり、工具類が不足。

以前 JICA から供与された建設機材（クレーントラック、OSP-VAN 車、布設工具類）

は、大変重宝している。車両等は、スペアパーツ等を購入して、大切に使っている

が、既に供与から 10 年弱が経過しており、劣化・破損しているものもある。今回の

プロジェクト用機材として通線用パイプ、工具類、カッターなどを JICA に要請し

たい。 

 

４．（JICA） 来週、工事現場を視察したいが可能か？ 

 （BT） 可能。 
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訪問メモ 5 
 

訪 問 先 ：JICA ブータン事務所 

日 時 ：9 月 23 日（月）14:10～15:00 

場 所 ：JICA ブータン事務所所長室 

出席者（先方） ：朝熊由美子所長、坂部英孝所員、古川美晴企画調査員 

出席者（当方） ：三宅繁輝団長、菅原憲嗣団員、山口順也団員 

配 布 資 料 ：詳細計画策定調査対処方針（案）、現地調査日程（案）、プロジェクト概要プレ

ゼン資料（ドラフト） 

打合せ内容： 

団長より、ブータン政府要請内容の確認、今回の調査目的・スケジュール等の説明を行う。そ

の後の質疑応答は以下のとおり。 

 

１．調査日程について 

（調査団） 協議が順調に進めば、予定しているトライアルサイト（ティンプー、プンツォリン）

での現場調査も想定している。 

（事務所） 地方出張の場合には、通行許可証を取得する必要があるため、遅くとも 2 日前までに

事務所へ連絡願いたい。 

（調査団） 承知した。 

 

２．BT について 

（調査団） 今後、BT は DHI 傘下の独立会社。今後、政府機関ではなくなることを懸念している

がいかが？ 

（事務所） BT は MoIC から独立し、DHI 傘下にある。DHI は、100％財務省出資の政府関係機関。

今回の要請書は、BT→DHI→GNHC（対外援助窓口）→ブータン外務省→インド日本

大使館というルートで提出されており、ブータン政府は、BT を政府関係機関の一部

と見なしている。また、株式会社化は必ずしも民営化ということではなく、ODA 対象

から外れるとの心配はない。（所長） 

 

３．専門家派遣について 

（事務所） 職員 2 名体制のブータン事務所としては、専門家を業務委託契約にて派遣することを

強く望む。もし直営になれば調整員の手配を検討願いたい。予算の面から調整員の配

置が困難、という状況は避けてほしい。 

（調査団） 貴事務所事情、承知した。事務所に負担がかからないよう努めたい。 

 

４．ブータン人との付き合い方 

（事務所） 日本に対して大変友好的な国民性である。しかし、最初から腹を割って、正直ベース

で話合うことが重要。誠実に、段階をしっかり踏んで共通理解を確認しつつ進めなけ

ればならない。先日は BT の CEO が交代される際に、事務所へ挨拶に来られた（本プ

ロジェクトを要請しているから、ということは関係なし）。このことからも、JICA に
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対する信頼や期待を感じる。国王とお会いした際にも、日本の品質を高く評価するお

言葉を頂いた。安いものを多く、ではなく、少なくても良いもの（日本製）をという

考え（日本が無償資金協力で架けた橋は、通ればそれと分かる）である。 

（調査団） 承知した。 
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訪問メモ 6 
 

訪 問 先 ：BT 本部 

日 時 ：9 月 24 日（火）9:45～10:20 

場 所 ：BT 本部、オペレーション部門長室 

出席者（先方） ：Mr.Karma Tshewang（GM,Operation Div.） 

出席者（当方） ：三宅繁輝団長、山口順也団員、菅原憲嗣団員、Mr.Krishna Subba（JICA Bhutan 

Office） 

入 手 資 料 ：なし 

打合せ内容： 

団長より、先方要請内容の確認、今回の調査目的・スケジュール等の説明を行う。その後の質

疑応答は以下のとおり。 

（JICA） 本要請は BT から提出されているが、貴社の監督省庁である MoIC は承知しているのか。 

（BT） 2001 年～2007 年：BT は政策、予算等すべてにおいて MoIC 監督の下に事業を実施して

いた。2007 年 11 月～：DHI（Druk Holding&Investiments：国王の発意の下設立された政

府の出資会社。BT の他、電力公社、ドルック航空等に出資している）設立により、政

策面は引き続き MoIC の方針に従うものの、予算は DHI を通じて財務省へ要求するこ

ととなった。よって実施事業については以前のようにすべてについて MoIC の承認を得

る必要がなくなった。今回の要請についても監督省庁である MoIC ではなく、援助窓口

機関である GNHC（Gross National Happiness Commission）を通じて提出された。よって

署名者については GNHC が適任である。 

（JICA） 今回のミニッツ締結に向けた MoIC や GNHC との調整については、BT にお願いしたい。 

    

（BT） 了解した。 

（JICA） OPGW 及び他の通信ネットワークの所有、運営はどのようになっているのか。 

（BT） OPGW のメインケーブルとタワーは BPC（Bhutan Power Company）が所有しており、

BT 及び Tashi Cel（民間携帯業者）が回線リースを受けている。ファイバー部分はのメ

ンテナンスの責任も BPC にあるが、障害時の復旧のノウハウ・迅速性については BT

のほうが経験があるため、BPC と BT の共同で復旧にあたっている。OPGW から下部

の加入者網敷設については BT が実施している。 

（JICA） 通信事業において民間業者の参画はいかが？ 

（BT） Mobile 部門において、100％民間企業である Tashi Cel が存在する。料金体系（価格）は

ほぼ同じ。市場のシェアは BT70％：Tashi Cel 30％。加入者数は BT 約 350,000、Tashi Cel

約 150,000。友好的な競争関係を築いており、定期会合にて情報共有を行っている。 

（JICA） Tashi Cel とのサービスエリアのデマケーションはいかが？ 

（BT） Tashi Cel は当初ティンプー、パロ、プンツォリンといった大都市のみで事業を展開し

ていたが、地方へも事業を拡大している（事業ライセンス取得の条件として地方展開が

含まれる）。BT と比較して意思決定が非常に速く、組織としてのスピードがある。 
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訪問メモ 7 
 

訪 問 先 ：BT 本部 

日 時 ：9 月 24 日（火）10:25～10:55 

場 所 ：BT 本部、CEO 執務室 

出席者（先方） ：Mr.Nidup Dorji（Chief Exective Officer,CEO）、Mr.Karma Tshewang（GM,Operation 

Div.） 

出席者（当方） ：三宅繁輝団長、山口順也団員、菅原憲嗣団員、Mr.Krishna Subba（JICA Bhutan 

Office） 

入 手 資 料 ：なし 

配 布 資 料 ：Outline of the Project 

打合せ内容： 

団長より、先方要請内容の確認、今回の調査目的・スケジュール等の説明を行う。その後の質

疑応答は以下のとおり。 

１．（BT） BB 専門家派遣時期を 2014 年または 2015 年へ前倒ししてほしい。 

 （JICA） 確約はできないが、前向きに検討する。 

２．（JICA） 本調査最終日に協議事項・合意事項等をまとめ M/M として署名したい。なお、署

名文書に R/D 案も添付し、R/D は、われわれの帰国後、貴国と JICA ブータン事務

所との間で署名された後、本技術プロジェクトの実施が両国で正式に承認される。

日本側署名者は三宅団長であるが、ブータン側はいかが？ 

 （BT） MoIC（DITT）と GNHC の一方が署名者となり、他方及び BT が証人としてサイン

するのが適当と思われる。署名者については BT にて調整を行い、JICA に連絡する。 

 （JICA） 承知した。要すれば GNHC との面談も必要と考えている。 

３．（BT） 署名式は 9 月 30 日（月）AM10:00 に BT の CEO 執務室にて実施する方向で調整す

る。メディア対応は BT が行う。 

４．（JICA） 地方視察も本調査の一部として実施予定。M/M 署名に向けた調整進捗を最優先とし

つつ、可能であれば 26 日（木）にプナカ、27 日（金）～28 日（土）にプンツォリ

ン訪問を行いたい。その際、BT 職員による同行をお願いしたい。 

 （BT） BT からの同行者については調整する（おそらく、Mr.Sonam が適任だろう）。地方に

おける通信設備の状況確認のみならず、美しいブータンを堪能してほしい（プナカ

は CEO の出身地）。 

 

・その他 

（BT） 1990 年代から複数回実施された無償資金協力にて供与された施設機材は現在も補修を行

いながら活用している。その後、自社で購入したインド製等の機材よりはるかに信頼性

が高い。また、これまでの JICA プロジェクトにおいて得られた知識はブータンで活用さ

れており、国民生活向上に大いに役立てられている。本プロジェクトはブータンに大き

なインパクトを与えることになるだろう、と期待している。 
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訪問メモ 8 
 

訪 問 先 ：BT 本部 

日 時 ：9 月 24 日（火）11:20～12:45 

場 所 ：BT 本部、オペレーション部門長執務室 

出席者（先方） ：Mr.Karma Tshewang（GM,Operation Div.）、Mr.Sonam Rinchen（Project Manager, 

DrukNet Div） 

出席者（当方） ：三宅繁輝団長、山口順也団員、菅原憲嗣団員、Mr.Krishna Subba（JICA Bhutan 

Office） 

入 手 資 料 ：なし 

配 布 資 料 ：M/M 案（添付資料含む） 

打合せ内容： 

・M/M 案内容確認 

JICA 側にて用意した M/M 案（PDM 案、PO 案、R/D 案含む）の読み合わせを行い、M/M 本文

及び PDM 案まで内容確認終了。明朝 9:30 から残る部分の確認・修正を行うことで合意。 

 

  



－65－ 

訪問メモ 9 
 

訪 問 先 ：情報通信省（DITT：Dept. of Information Technology & Telecom） 

日 時 ：9 月 24 日（火）14:30～15:15 

場 所 ：情報通信省 DITT 局長執務室 

出席者（先方） 
：Mr.Phuntsho Tobgay（Director, DITT）、Mr.Karma Wangdi（Chief ICT Officer,MoIC）、

Mr.Sonam Rinchen（BT,Project Manager,Druknet Div.） 

出席者（当方） 
：三宅繁輝団長、山口順也団員、菅原憲嗣団員、Mr.Krishna Subba（JICA Bhutan 

Office） 

入 手 資 料 ：なし 

配 布 資 料 ：1.Outline of the Project 2.Tentative Schedule of Mission 

打合せ内容： 

１．DITT 局長よりブータン政府の情報通信分野の動向説明がなされた。 

(1) 第 11 次国家開発 5 カ年計画（2013 年 6 月 23 日～）における事業として、国立データセン

ター（National Data Center）の設立をめざしている。省庁間での情報共有方法がこれまで

の文書やメールでのやり取りではなく、データベースにアクセスすることで可能になる。

JICA には、この事業での協力を是非お願いしたい。 

(2) IT パークの設立により海外からの投資誘致を行っている。約 1,000 名の雇用を創出した。

民間企業の活動を支援するためにも、情報セキュリティの確立は重要であると考えている。 

(3) e-government マスタープランに沿って、電子政府化を進める。委員会が設立されており、

内閣による承認の下、事業を実施している。現在、ブータン国内には約 250 名の ICT スペ

シャリストがいるものの、横のつながりが希薄であるため、組織的な活用をめざす。 

(4) e-GIF（e-Government Interoperability Framework）スタンダードの確立をめざし、共通デー

タハブやコールセンター設立に向けて動いている。 

(5) 既存の国際ゲートウェイ（プンツォリン、ゲレフ）に加え第 3 の国際ゲートウェイをコッ

クスバザール経由でバングラデシュにつなぐことを計画している。これにより、ブータン

のインターネット接続に対する信頼性を高められる。 

 

２．その後、団長より本技術協力プロジェクトの概要説明を行い、その後の質疑応答は以下のと

おり。 

（JICA） 本技術プロジェクトは、技術的な内容に重点を置いており、MoIC の進める政策に直接

裨益するものでないが、e-government 等を進めるうえで必要不可欠な光ファイバー加入

者網の推進を図るものであり、これら政策推進の基盤となる。MoIC には情報通信分野

監督省庁としての本技術プロジェクトへの協力を願う。 

（MoIC） これまで本件について聞いたことがなかったが、既に要請や採択が済んでいるというこ

とであれば、特に言うことはない。本プロジェクト及び BT 事業に協力する。 

（JICA） 今後、適切に情報共有が貴省にもなされるよう BT に対し申し入れを行う。 

 

３．その他 

（MoIC） JICA から派遣された専門家、ボランティアの献身的な働きは、ブータン国内でも評価

が高い。当省派遣された JICA ボランティアの熱心な働きぶりに感謝している。
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訪問メモ 10 
 

訪 問 先 ：BT 本部 

日 時 ：9 月 25 日（水）9:30～12:30 

場 所 ：BT 本部、オペレーション部門長室 

出席者（先方） ：Mr.Karma Tshewang（GM,Operation Div.）、Mr.Sonam Rinchen（Project Manager, 

DrukNet Div） 

出席者（当方） ：三宅繁輝団長、山口順也団員、菅原憲嗣団員、Mr.Krishna Subba（JICA Bhutan 

Office） 

入 手 資 料 ：なし 

打合せ内容： 

１．情報通信省（MoIT）表敬訪問に関する報告 

（JICA） 今回の要請に関し、要請検討段階では MoIT への情報共有がなされておらず、要請後に

その事実を知った、とのコメントが局長からあった。今後、本件の進捗については適宜

MoIC に情報共有いただき、円滑なプロジェクト実施に努めていただきたい。 

（BT） 承知した。MoIC とはこれまでも良好な関係を築いており、本プロジェクト実施の妨げ

になることはない。 

 

２．M/M 案内容確認 

昨日に引き続き、JICA 側にて用意した M/M 案（PDM 案、PO 案、R/D 案含む）の読み合わせ

を行い、PO 案、R/D 案の内容確認終了。日本から派遣予定の各短期専門家に対する BT 側カウン

ターパート調整とプロジェクト実施に際して必要となる機材のリストを BT が用意することで合

意。 

 

３．M/M 署名に向けた準備 

M/M 署名に向けた BT 内決裁を進めつつ、署名日を 9 月 30 日（月）から 9 月 27 日（金）に変

更することについて BT が署名者の予定を確認することで合意。 
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訪問メモ 11 
 

訪 問 先 ：国民総幸福量委員会（GNHC） 

日 時 ：9 月 25 日（水）14:00～14:40 

場 所 ：国民総幸福量委員会（GNHC） 

出席者（先方） ：Mr.Rinchen Wangdi（Chief Program Coordinator, Development Cooperation Division,

GNHC）、Mr.Karma Tshewang（GM,Operation Div.,BT） 

出席者（当方） ：三宅繁輝団長、山口順也団員、菅原憲嗣団員、Mr.Krishna Subba（JICA Bhutan 

Office） 

入 手 資 料 ：なし 

配 布 資 料 ：Outline of the Project 

打合せ内容： 

１．団長より、先方要請内容の確認、今回の調査目的・スケジュール等の説明を行う。その後の

質疑応答は以下のとおり。 

(1) （JICA） M/M 署名について、ブータン側は GNHC とブータンテレコム（BT）を想定して

いるが問題ないか？また、GNHC の署名者は Mr.Rinchen でよいか？→（GNHC）

問題なし。 

(2) （JICA） 署名文書である M/M に R/D 案も添付し、R/D は、われわれの帰国後、貴国と JICA

ブータン事務所との間で署名された後、本技術プロジェクトの実施が両国で正式

に承認される。R/D 署名者はどなたとすべきか？ 

 （GNHC） 現在の R/D 案どおりに次官が署名者となる。 

 （JICA） 承知した。 

(3) （JICA） 署名式は 9 月 30 日（月）AM10:00 に BT の CEO 執務室にて実施する方向で調整

していたが、可能であれば 9 月 27 日（金）としたい。ご予定いかが？ 

 （GNHC） 確認のうえ連絡するが、おそらく 9 月 27 日（金）で問題ないだろう。実は JICA

無償資金協力の署名式のため、10 月 1 日（火）当地発にて日本へ出張予定。 

 （BT） 現在、BT 署名者である CEO の予定も確認しているところ、GNHC 署名者の予

定とあわせて 9 月 27 日（金）の署名式実施可否について JICA に連絡する。 

 （JICA） 承知した。 

 

２．その他 

(1) （GNHC） これまでの JICA による支援に感謝の意を表すとともに、本プロジェクトにおい

て GNHC は最大限の協力を約束する。 
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訪問メモ 12 
 

訪 問 先 ：ドチュラ無線中継所、プナカ電話局 

日 時 ：9 月 26 日（木） 

出席者（先方） ：Mr.Sonam Richen（Project Manager. Operation, BT）、Mr.Yeshey Lhenduo（Manager, 

Punakha Telephone station, BT） 

出席者（当方） ：三宅繁輝団長、山口順也団員、菅原憲嗣団員、Mr.Krishna Subba（JICA Bhutan 

Office） 

入 手 資 料 ：なし 

配 布 資 料 ：なし 

訪 問 先 ：ドチュラ無線中継所、プナカ電話局 

現地調査記録： 

１．ドチュラ無線中継所（ODA で建設した全国デジタル無線網の現状調査） 

(1) 新方式 NGN への移行するため、無線伝送装置の巻取り工事を進めていた。 

(2) バッテリー、ソーラーパネル等は BT の予算で更改していた。 

 

２．プナカ電話局 

(1) ODA で建設した交換装置、バッテリー、ディーゼル発電装置は、今も現役で作動中（14

年経過していたが、維持管理が行き届いていた）。 

(2) 電話局までは、OPGW 方式で光ファイバーは到達している。今後、光ファイバー加入者網

（FTTX）の建設を計画している（本プロジェクトでの技術指導に期待している）。 

(3) （JICA）プナカ電話局が所管する地域の人口は？ 

 （BT） プナカ約 35,000 名、ガサ約 10,000 名。 
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訪問メモ 13 
 

日 時 ：9 月 27 日（金）15:00～15:40 

場 所 ：ブータンテレコム（BT）会議室 

出席者（先方） ：（MoIC）Mr.Karma Wangdi 

（GNHC）Mr.Rinchen Wangdi（Chief Program Coordinator, Development Cooperation 

Division, GNHC）、他 1 名 

(BT) Mr.Nidup Dorji（Chief Exective Officer, CEO）、他約 10 名 

出席者（当方） ：三宅繁輝団長、山口順也団員、菅原憲嗣団員 

 （JICA Bhutan Office）古川企画調査員、Mr.Krishna Subba 

各署名者より以下コメントがあった後、M/M（原本 3 部）に署名がなされ、交換された。 

１．（BT）Mr. Nidup Dorji, CEO 

 本プロジェクトは BT のみならず、ブータン国民に利益をもたらすものである。日本の技

術や経験のみならず、仕事に対する姿勢についても学ぶ良い機会となるだろう。これまでの

支援にも感謝申し上げるとともに、今後の協力にも期待している。 

２．（JICA）三宅団長 

 スピーチにて以下の要旨で発言。本調査実施期間における BT 側の協力について謝辞。光

ファイバーの全国展開は日本が世界に先駆けて実施した事業であり経験とノウハウを有する。

2014 年 4 月頃開始に間に合うようブータン側も手続きを遅延なく行ってもらいたい。 

３．（GNHC）Mr. Rinchen Wangdi 

 本プロジェクトでは国内 2 カ所でのパイロットプロジェクトを予定していると聞いている。

その後、国全体への拡大が実現するよう、本プロジェクトの成功を祈り、効果を期待してい

る。GNHC として最大の支援を約束する。 

 

  



－70－ 

訪問メモ 14 
 

訪 問 先 ：BT 地方電話局（プンツォリン）  

日 時 ：9 月 28 日（土）13:30～14:15 

場 所 ：BT プンツォリン電話局ミーティングルーム 

出席者（先方） ：Mr.Jichen Thinely（BT Regional Manager, South Western Region）、Mr. Jigme

（Manager, BT Phuntsholing Exchange）、Mr.Sonam Rinchen（BT Project Manager, 

DrukNet Div） 

出席者（当方） ：三宅繁輝団長、山口順也団員、菅原憲嗣団員、Mr.Krishna Subba（JICA Bhutan 

Office） 

入 手 資 料 ：なし 

配 布 資 料 ：なし 

打合せ内容： 

１．プンツォリン電話局局長よりブータン南西部地域における通信環境等に関する説明がなされ

た。 

(1) これまでの JICA による協力に感謝するとともに、今回のプロジェクトを歓迎し、開始を

心待ちにしている。BT による事業管理における地域区分について、以前はブータン国内

を 7 地域に分けて管理していたが、現在は 4 地域（南西、南東、北西、北東）。プンツォリ

ンが属する南西地域において、subscriber network は銅線であるが、バックボーンとなる

OPGW が電話局まではつながっている。現在、加入者に対して 256kbps の通信速度を保証

している（実際の通信速度は電話局からの距離により異なる）。なお、すぐ隣のインドより

も通信環境は良好。この地域における最大の難点は 3 月中旬～9 月に頻発する落雷。 

 ※プンツォリンはインドと国境を接している。 

 なお、インドから陸路でブータンに入国した機材や備品はプンツォリンで保管し、国内各

地に配送している。2014 年には配送センターの機能はティンプーに移る予定。 

 

２．質疑応答は以下のとおり。 

(1)  国際ゲートウェイに関し、西はムンバイ（インド）を経由してロンドンまで、東は香港

（HKIS）までつながっている。IP トランジットにて NT ともつながっている。 

 （JICA） 通信容量は？ 

 （BT） 現在、ブータンには 2 カ所の国際ゲートウェイが存在し、プンツォリン 2.5 ギガ、

ゲリフ 2.5 ギガの合わせて 5 ギガ。ブータンでは 1999 年にインターネットを導入

し、2007 年に初めて光ファイバーを導入した。 

(2) （JICA） そもそも国の人口が約 70 万人であり、固定電話回線やインターネットの加入者数

が少なく、収入も加入者数に比例していると思料。予算確保はどのようにしてい

るのか？ 

 （BT） 加入者からの使用料のみでは不足するため、ブータンにある銀行によるコンソー

シアムからローンを借り入れている。 

(3) （BT） 過去の JICA 無償資金協力はブータン国民に多大なる利益をもたらした。今回の

プロジェクトにも期待している。 
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 （JICA） 本プロジェクトにおいて、プンツォリンはトライアルサイトの 1 つであり、日本

人専門家が一定期間滞在する予定。専門家へのサポートをお願いしたい。また、

以前の無償資金協力と違い、今回の技術協力は日本とブータンの双方がそれぞれ

の役割を果たすことが非常に重要であり、ブータン側の投入にも期待する。 

 （BT） 専門家滞在に関してはフルサポートを約束する。人材確保のみならず、本プロジ

ェクトで導入される機材管理についても行う用意ができている。 
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訪問メモ 15 
 

訪 問 先 ：JICA ブータン事務所 

日 時 ：9 月 30 日（月）16:00～17:05 

場 所 ：JICA ブータン事務所所長室 

出席者（先方） ：朝熊由美子所長、坂部英孝所員、古川美晴企画調査員 

出席者（当方） ：三宅繁輝団長、山口順也団員、菅原憲嗣団員 

入 手 資 料 ：なし 

配 布 資 料 ：現地調査結果、現地調査日程 

打合せ内容： 

団長より、配布資料に沿って今回の調査結果の報告を行った。その後の質疑応答は以下のとお

り。 

１．第 3 の国際ゲートウェイ設置 

（調査団）ブータン政府は第 3 の国際ゲートウェイ接続をめざしており、バングラデシュにつな

ぐ予定。 

（事務所）南アジア諸国によるクロスボーダー化（運輸交通、感染症等）をめざしており、いい

動きである。 

２．DHI への配当金 

（調査団）BT からの情報によると、BT の収入のうち、3 割を税金として納め、3 割を DHI への

配当金として支払っている。この配当金は誰によって何に使われているのだろうか？ 

（事務所）不明。 

３．BT 民営化 

（調査団）関係機関への聞き取りの結果、BT が民営化する動きはない様子。しかし、難民とし

て外国へ渡った人たちが、技術や経験を有してブータンに戻ってきた場合には、民営

化への動きが加速する可能性があると思料。 

（事務所） ブータンから難民として外国へ渡った人たちは、ネパール系の人たちで、国籍がない、

ということで難民となった経緯があるため、ブータンに帰国する可能性はほぼない。

何らかの理由で国の統治制度が現王政から変われば可能性はあるかもしれないが、現

状では非現実的。 

４．CCTV カメラの導入 

（調査団）プンツォリン訪問時に、CCTV カメラを設置することを検討している、との情報を得

た。犯罪対策等には有益な反面、国民を監視することに用いられることも容易に想像

がつくため、JICA として積極的に支援することは不適切と思料。 

（事務所）地方出張時にはルートパーミッション（通行許可証）を取得することからも、ブータ

ンは管理（監視）国家であるといえる。今回のプロジェクトは光ファイバー加入者網

を敷くための技術プロジェクトであり、CCTV についてはあえて JICA として突っ込

まないほうがいいだろう。光ファイバー加入者網の使い方について、JICA がブータン

政府にコメントする立場にはない。 

（調査団）本プロジェクトにて調達すべきと思われる機材リストを BT が作成し、当方に提出さ

れたが、その中に CCTV は入っていない。事務所が考えるスタンスが適当だろう。 
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５．専門家派遣について 

（事務所）業務実施契約を想定か？できれば専門家の個別契約は避けてほしい。 

（調査団）まだ総務省と話をしていないので詳細不明。省庁推薦による専門家をヘッドとして、

それ以外を業務実施契約とするハイブリッド型の可能性もある。もし、省庁推薦が好

都合、ということがあればその可能性も否定しない。 

（事務所）専門家を単独契約とした場合、住居手配等の世話や現地業務費の処理用にて事務所に

相当な負担がかかる可能性がある（過去にそのような状態となったことがある）。 

（調査団）業務実施契約にて専門家が派遣できればいいが、仮に省庁からの強い圧力（専門家の

世話も含めて JICA の仕事だろう、との考え等）があれば困難。 

（事務所）省庁推薦の場合、コーディネーター付を条件とすることもあるのではないか。事務所

のキャパシティ等も配慮願いたい。 

（調査団）極力事務所に負担がかからないよう努める。 

６．市場開放 

（調査団）ブータンは周辺他国と比較して情報通信分野における技術力が高く、自前でできる部

分が多い。人口約 70 万人と少なく、外国資本は興味を示さないのではないか。 

（事務所）当該分野におけるブータン政府のスタンスとして、まずは国内調達をめざし、要すれ

ば国際入札を検討。2013 年末には Tashi Cell や B-Mobile の契約が切れるが、その後も

まずはブータン企業を対象に入札を実施予定とのこと。 

（調査団）本プロジェクトにおける機材について、日本国内調達を想定している。また、この機

会を通して国際入札の際には日本企業が応札しやすいような仕様書の書き方を指導

することもある。 

（事務所） BT は日本人や日本製品を信頼しており、「安かろう、悪かろう」を嫌う傾向にある（イ

ンド企業や中国企業からの調達を歓迎しない）。 
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5．質問票とその回答

             質問票とその回答      （付属資料 5） 

 
Questionnaire for MoIC 

 
Q1: Please evaluate the effort of 10th Five Year National Plan in the field of 
Information and Telecommunications Technology. 

Summary of Major achievements of the 10th Five Year Plan for 

ICT and Telecommunications  

 

1. National Broadband network: Fiber optic network established in all 

20 Dzongkhags and 138 Gewogs.  

 

2. Mobile coverage: All 205 Geogs covered. Works on the remaining 73 

villages are currently on-going. Subscribers increased from 34.20 per 

100 inhabitants (or 228,347) in 2008 to 70.48 per 100 (or 499,198) in 

2012. 

 

3. Internet: Subscriber base increased from 0.830 per 100 inhabitants 

(or 5,548 subscribers) in 2008 to 19.71 per 100 inhabitants (or 

139,593) in Dec 2012.  

 

4. Establishment of Community Centers: 100 Community centers 

established. Works on 85 CCs on-going for completion in March 

2013. 25 CCs connected with internet (12 with fiber and 13 with 

ADSL). 131 CCs will be connected with broadband fiber by 

March/June 2013 as planned initially. 

 

5. ICT capacity building (Chiphen Rigpel): 2,800 government 

officials, parliamentarian, monks, corporate and private sector 

executives trained; seven teacher training centers (under MoE) 

established; 2,794 teachers trained; computer laboratories established 

in 168 middle and secondary schools; four training centers established 

under RUB; five training centers (under MoLHR) established; three 
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centres for youth established; 100 Learning Stations established 

together with the CCs; nine Computer laboratories at different places 

for the monk body. 

 

6. Thimphu Wide Area Network (Government Intranet): More than 

95 government agencies in Thimphu including 20 district 

administrative headquarters are connected to T-WAN through a 

secured high-speed fiber optics network channel called VPN (Virtual 

Private Network). The plan is to connect all the 205 gewogs to TWAN 

in the 11FYP through Government Wide Internet. The process has 

begun with CC being connected through Dzongkha LAN.  

 

7. IT Park: Currently, nine incubates are currently hosted in the 

Incubation center of BITC, IT Park. Data Center Services, a joint 

venture between the local IT Company and Burland Technology, UK 

has set up data center and hosted two local clients.  For the 

commercial space two international companies (Shaun 

Communications and Scan Café) have commenced operation.  So far 

a total of 1,030 Bhutanese youth have been trained and 778 (389 male 

and 389 female) are employed within and outside Bhutan. DITT 

secured membership to Asia Pacific Incubation Network. 

 

8. Video Conferencing facility: Established in the office of the Prime 

Minister and 10 Ministers as well as 20 Dzongkhags (October 5, 

2010). 

 

9. Second International Gateway Connectivity: The second 

International Gateway (in addition to Phuntsholing) was established 

from Gelephu (26 March 2012) to improve the reliability of Bhutan’s 

Internet connectivity.   
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10. E-Waste Regulation: E-waste regulation has been developed and 

adopted -18th April 2012.   Implementation strategies are put in 

place.  

 

11. Information Management Security Policy (IMPS) for RGoB was 

developed in 2009 and is being currently being executed. The project 

Bhutan Computer Incidence Response Team (CIRT) has been 

formulated for implementation in the 11FYP.  

 

12. eGov Master Plan:  A whole of the government eGov Masterplan 

has been developed to drive social and economic development through 

ICT in the 11FYP. It is the first time that the Ministry embarked on a 

holistic approach to eGov planning guided by the development 

philosophy of GNH.  

 

13.  Parenting of ICT professional System: The system together with 

manuals and SOPs has been developed to effectively support all 

RGoB agencies through strategic use of ICT resources both at agency 

level as well as the Whole-of Government levels to enable agencies to 

deliver excellent government services. It will also ensure 

well-coordinated and effective ICT investment and implementation. 

Parenting system has been piloted in the Ministry. Awareness creation 

made in all agencies.  

 

14. eGov Interoperability Framework: The e-Government 

Interoperability Framework (e-GIF) which help define standards for 

government agencies to integrate and interoperate has been developed. 

It will be implemented in the 11FYP. 

 

15. Promotion of Dzongkha Language: Dzongkha Linux up-dated to 

version 3 in an open source Operating System (OS). Mobile 
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Applications in Dzongkha are also being developed to promote the use 

of Dzongkha. The prototype of advanced applications such as optical 

character recognition system, text-to-speech synthesis and word 

segmentation has also been developed.  

 

16. E-Government System: Six eGov support system has been developed 

to increase efficiency and transparency in the government system 

(Civil Service information system, audit, security clearance, 

agriculture marketing, Bhutan Bio Security and Crime & Criminal 

Information System).   OPA has been upgraded to version 2 and is 

currently being piloted. 

 

17. SASEC Information Highway project: The South Asia Sub-regional 

Economic Cooperation (SASEC) Information Highway project funded 

by ADB has made good progress. The village network component is 

completed with establishment of 30CCs. The regional network 

connecting four countries of Bhutan, India, Bangladesh and Nepal 

through fiber optic cable is currently being implemented.  

 

18. The Bhutan Information Communications and Media Act 2006 

has been reviewed and revised mainly to address cyber security, data 

protection and privacy. 

 

19. The Telecom and Broadband Policy has been developed. The draft 

has been submitted to GNHC and for onward submission to Cabinet 

for approval.  
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Q2: Please explain the position of the Information and 
Telecommunications Technology in 11th Five Year National Plan. 

 
 
Q3: Is there any movement or trend of telecommunications market in 
Bhutan? 

ICT is a priority for the 11th plan also. There are many activities that are proposed. 
The 11th plan itself is awaiting approval from the parliament. Some of the Major 
activities that are proposed are listed below. 
 

1. Establishment of Government Data Centre 

2. Re Vamping of the TWAN (Thimphu Wide Area Network) 

3. Establishment of BTCIRT (Bhutan Computer Incidence Response Team) 

4. Implementation of Enterprise Architecture in the government 

5. Establishment of data hubs   

6. Establishment of third international gateway for Telecom   

7. Establishment of DrukREN (Druk Research and Education Network) 

8. Implementation of Telecom and Broadband Policy ( Draft Policy can be downloaded 

from GNHC website) 

9. Implementation of e‐Gov Master Plan (Master plan can be downloaded from MOIC 

website) 

10. Establishment of BT Tech Village 
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Q4: Is there any activities or cooperation program implemented by other 
country/donor in the field of Telecommunications? 

As per data collected, there has been growth for mobile market while fixed 
telephony has been subsiding. Demand for internet and mobile data is 
increasing. Detailed report can be found on the BICMA Annual Report. 
 
URL:  http://www.bicma.gov.bt/paper/publication/AN-2012.pdf 

 
ITU (International Telecommunications Union) had provided expert for 
development of Broadband Policy around May 2013. 
 
World Bank had also fielded expert for development of the Telecom Policy. This 
was in January 2013. 
 
These have been modified by MOIC and compiled as “Bhutan Telecom and 
Broadband Policy”. It is yet to be formalized and is undergoing GNHC screening 
tools at the moment. 
 
Wimax Pilot project implemented from February to April, 2013 in Ura, Shegana 
and Gantey, Phobjikha. Equipments for the project were provided by APT (Asia 
Pacific Telecommunity) and KDDI. 
 
This five Year plan, there is establishment of the BTCIRT (Bhutan Computer 
Incidence Response Team). Equipments are being funded by the ITU and other 
than that, it is fully supported by World Bank. 
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Q5: Is there any plan of privatizing BT in near future? 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

There are no plans as of now to privatize Bhutan Telecom. 
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It would be highly appreciated if you can provide us documents as 
followed. 
 
1. Telecommunication law and legislations regulating Bhutan Telecom. 

We have the BICM(Bhutan Information, Communications and Media) 
Act, 2006. It can be downloaded from: 
http://www.bicma.gov.bt/ACT/English.pdf 

2. Chart of organization Structure of Royal Government of Bhutan and 
MoIC and task of each department 
Organization structure of MOIC is attached in email. 
Task of each department can be found in respective website. 
 
Department of IT and Telecom: 
http://www.dit.gov.bt/content/about-us 
 
Department of civil Aviation: 
http://www.dca.gov.bt/?page_id=7 
 
Department of Information and Media: 
http://www.doim.gov.bt/about-doim/ 
 
Road Safety and Transport Authority: 
http://www.rsta.gov.bt/?page_id=25 
 

3. MoIC Annual Report (in fiscal year 2010 to 2012) 
 

http://www.moic.gov.bt/wp-content/uploads/2013/04/MoIC-Annual-Report-12
-June-2012.pdf 

4. Statistics data 
Telecommunications statistics can be found in BICMA Annual Report, 
2012, Page 10-14. 
It can also be found in the MOIC annual statistics bulletin. 
http://www.bicma.gov.bt/paper/publication/AN-2012.pdf 
http://www.moic.gov.bt/wp-content/uploads/2013/04/2012.pdf 

4-1. Number of Internet cafes in Bhutan 
 Not collected 
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4-2. Number of mobile phone sales per year (2010,2011,2012) 
 Not collected 
4-3. Number of smart phone sales per year (2010,2011,2012) 
 Not collected 
4-4. Number of tablet sales per year (2010,2011,2012) 
 Not collected 
4-5. Number of PC sales per year  (2010,2011,2012) 
 Not collected 
 

(End of Questionnaire) 
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Questionnaire for Bhutan Telecom 
 

Q1: Please explain the Government share of BT 

 
 
Q2: Please evaluate the performance of BT under the 10th Five year 
National Development Plan. 

BT is fully owned by the Royal Government through the holding company Druk 
Holdings & Investments (DHI) 

During the 10th Fiver Year Plan of the Government of Bhutan, BT’s performance 
was excellent. Some of the major achievements include the following: 
 

 extended mobile coverage to all 205 gewogs in the country 
 Launched 3G service   
 In addition to upgrading the capacity of the international gateway at 

Phuentsholing, established the 2nd gateway at Gelephu to provide 
redundant international connectivity  

 Upgraded the national transmission backbone to 10Gbps using 
NGN/SDH technology on fiber 
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Q3: Please explain BT’s activities under the 11th Five year National 
Development Plan. 

 
Q4: Is there any target area, schedule, or volume of Introducing FTTX?  
Please explain about it. 
 

 
 
 

BT has its own 5 Year Investment Plan (5YIP), which may or may not be 
necessarily in sync with the Royal Government’s 5 Year Plans. In BT’s current 
5YIP (2013-2017), one of the major activities, among many others, is putting in 
place a redundant core network in a geographically isolated location for the 
mobile network. This arrangement would serve as a backup should disaster 
strike. In keeping with the Government’s plan to introduce e-governance in the 
form of extending G2C services, e-health, etc., BT has plans to put in place fiber 
networks in the access networks to cater to the data connectivity. 
 
In general, BT’s investment plans are to provide platforms to help implement 
government’s overall ICT policies.         

Yes, we have both scheduled and target volume for FTTx establishment. The details of 
the project scheduled for the year 2013 -2017 are as given in answer of question no.5 
below for your kind reference 
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Q5: Please explain the target volume and year of FTTX provision for each 
area. 
 
5-1 No. of Dzongkhags with optical fiber cable 

5-2 No. of Gewogs with optical fiber cable 

 
 
 
 
 

All 20 Dzongkhags now have fiber cable extended 

Currently, out of 205 Gewogs, 170 Gewogs have fiber cables 
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Q6: Please give us the statistics information  
6-1 No. of Fix-line telephone (2007-2012) 

 
6-2 No. of B-mobile (2007-2012) 

 
6-3 No. of Dzongkhags with Mobile Network(2007-2012) 

a.       2007 ‐ 29,857      

b.      2008 – 27,937 

c.       2009 – 29,780 

d.      2010 – 26,226 

e.      2011 – 27,490 

                    f.       2012 – 27,005 

a.       2007 – 149,439 

b.      2008 – 228,026 

c.       2009 – 262,052 

d.      2010 – 306,699 

e.      2011 – 383,089 

                    f.      2012 – 421,715 

All 20 Dzongkhags had mobile coverage during 2007-2012 
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6-4 No. of Gewogs with access to Mobile Network (2007-2012) 

 
6-5 Population covered by Mobile Network (2007-2012) 

 
Q7: Please explain the fee structure of each service offered by BT 

 
 
 

Year wise records not available but as of late 2012, all 205 Gewogs were 
connected to mobile service 

a.       2007 – 149,439 

b.      2008 – 228,026 

c.       2009 – 262,052 

d.      2010 – 306,699 

e.      2011 – 383,089 

                    f.      2012 – 421,715 
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Q8: Please explain the income-and-outgo situation of BT 

 
Q9: Regarding the B-wallet, Please explain the outline of service including 
starting time and the number of users. 

Q9-1: Please explain other services, if any. 

 
 
Q10: Is there any plan of privatizing BT in near future? Please explain, if 
any. 

 

Please refer to our Balance sheet in the Annual Report 2012 

B-Wallet service was launched in December 2012 and currently has features for 
prepaid top-up and fund/account transfer. In future, additional features like utility 
bill payment, broadband account refill, and postpaid bill payment will be 
incorporated.    

 

As of now, Government has not given any indications on BT becoming a private 
company. We do not think that Government will want to make BT a private 
company. 
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Q11: Is there any possibility of outsourcing outside plant construction 
works? Please explain, if any. 
 

 
Q12: Is there any possibility of outsourcing telephony installation works at 
consumer premises? Please explain, if any. 

 
It would be highly appreciated if you can provide us documents as 
followed. 
 
1. BT annual Report (2010-2012) 
2. Organization structure of BT  
3. Staff distribution in each Dep including HQ and telephone offices 

OSP constructions can be thought of outsourcing but in Bhutan at least at this 
juncture we are not confident if there are any contractors who would qualify to do 
the constructions.  

If BT decides to outsource the telephony installation works at the consumer 
premises through attractive payment models, there are possibilities that many 
parties will be interested. There are now a lot of Cable operators who are in many 
ways doing similar installation works and they will be definitely interested if 
opportunities are announced/opened.  
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4. Allocated Number of staff for dealing with outside plant work by 

position and job category including the head quarter at each Telephone 
office 

5. Status equipment and facilities including; 
5-1. Long transmission network between cities, technologies, capacities 
5-2. Switching capacities and routers’ capacity by telephone office 
5-3. Inventory of outside telecommunications facilities by telephone office 
including number of access lines by fixed wireless, pair cables, optic fiber, 
and space of buildings, vehicles, construction equipment for cabling and 
installation works 
6. Training records (belong to OSP Engineering personnel) 
 

(End of Questionnaire) 
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6．光ファイバーケーブル建設工事年度別計画

　　　　　　　　　光ファイバー建設工事 年度別計画　　　　　　(付属資料6）

Five Year Investment Plan for OFC

2013 2014 2015 2016

Activities
/no of

Cabinets

Nu in
M

Activitie
s/no of
Cabinet

s

Nu in M

Activiti
es/no

of
Cabine

ts

Nu in
M

Activitie
s/no of

Cabinets
Nu in M

Activities
/no of

Cabinets
Nu in M

1 Thimphu 12 66.78 0 2 11.13 1 5.565 2 11.13
6 Paro 4 22.26 4 22.26 0 1 5.565
7 Haa 0.00 1 5.565 0 1 5.565 0
8 Punakha 0.00 1 5.565 1 5.565 0 0
9 Wangdi (Lobesa) 0.00 1 5.565 0 0 0
2 Phuntsholing 1 5.57 2 11.13 1 5.565 1 5.565 1 5.565
3 Gedu 0.00 0 0 1 5.565 0
4 Samchi 1 5.57 0 0 1 5.565
5 Sipsoo 0.00 0 0 1 5.565 0

Gomtu 1 5.565
10 Gelephug 0.00 2 11.13 0 0 0

Sarpang
11 Jakar 0.00 0 2 11.13 2 11.13 0
12 S/Jongkhar 0.00 2 11.13 1 5.565 0 1 5.565
13 Mongar 0.00 1 5.565 1 5.565 0 1 5.565
14 Kanglung 0.00 0 1 5.565 0 1 5.565
15 Tashigang 0.00 0 1 5.565 1 5.565 0
16 Pema gatshel 1 5.565 1 5.565

Additional cabinets for other unreached dzong 2 11.13 7 38.96 9 50.085
18 Tashiyangtse
19 Trongsa
20 Gasa
21 Tserang
22 Dagana
23 Shemgang
24 Lhuentsi

Total FTTC/year 18 100.17 15 89.04 12 66.78 16 89.04 17 94.61

FTTH/year 20 0.21 20 0.212 20 0.21 20 0.212 20 0.212
FTTB/year 40 8.01 30 6.01 30 6.01 30 6.01 30 6.0102

Grand total 108.40 95.26 73.00 95.26 100.83
Note: Cabinet capac480 data plus 512 voice

1. Cost per ca 5.57 million * cost is worked out at dollar rate of Nu.53 

2. Cost of FTT 0.2 million
3. Cost of FTT 0.01 million

2017

SERVICES

Sl.no Project Name

YEAR WISE DEPLOYMENT PLAN WITH COST
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7．DHI 冊子

DHI 冊子        (付属資料７) 
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8．各地域電話局での収容回線数

　　　　　   各地域電話局での収容回線数　　　　　　　　(付属資料8）

ALL EXCHANGES SUMMARY( REGION WISE) FOR THE YEAR 2013

REGION I (Eastern Region )

JAN FEB MAR APR MAY JUN JUL AUG SEP OCT NOV DEC
CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL

Kanglung E10 512 219 202 241 229 243 216 249 215
Mongar CSN 592 555 529 553 530 552 529 532 537
S/Jongkhar CSN 720 700 652 686 662 684 678 674 670
T/Yangtse SAU/V5P 256 146 142 157 149 154 159 154 149
Lhuntse SAU/V5P 256 113 107 113 111 112 114 105 108
Trashigang SAU/V5P 384 325 307 324 306 318 309 298 313
G/Shing SAU/V5P 256 228 216 227 219 243 240 238 233
Wamrong SAU/V5P 128 75 71 76 69 72 70 63 62
Rangjung SAU/V5P 128 75 68 70 66 74 71 71 70
Yongphula SAU/V5P 64 29 29 26 22 27 29 30 28
Khaling SAU/V5P 128 40 39 40 35 37 44 40 42
Bartsham SAU/V5P 64 30 29 32 31 31 28 27 29
P/Gatshel SAU/V5P 384 285 278 287 281 282 282 268 276
Deothang SAU/V5P 256 149 143 154 148 151 155 150 150
Nganglam SAU/V5P 256 144 132 151 156 166 172 162 162
Tshenkhari SAU/V5P 64 26 25 26 26 26 24 24 24
Mongar corVAN200 600 95 83 83 80 80 77 75 61
Kanglung corVAN 200 1500 220 151 170 159 160 131 143 119
S/Jongkhar corVAN200 850 181 180 180 102 102 102 72 70
J/sankha SAU/V5P 64 49 45 53 51 53 54 51 50
Sub Total 7462 3684 3428 3649 3432 3567 3484 3426 3368 0 0 0 0

REGION 2 (Central Region ) 

JAN FEB MAR APR MAY JUN JUL AUG SEP OCT NOV DEC
CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL

Gelephu NEC LS 1868 977 939 947 963 949 981 951 942
Bhur SAU 128 1 1 4 7 7 7 7 7
Gelephu corDECT 200 21 30 28 27 26 25 25 18
Sarpang RLU 508 281 290 279 291 300 296 291 303
Surey DVM 60 13 13 15 19 19 19 19 18
Damphu SAU/V5P 384 343 342 345 342 345 348 348 348
Damphu corVAN 200 800 21 22 17 17 0 0 5 0
Dagana SAU/P2P 120 120 121 120 121 110 108 108 113
Drujegang SAU/P2P 88 24 25 24 34 38 38 38 38
Dagapela SAU/P2P 48 46 46 47 47 48 44 46 46
Trongsa NEC LS 892 372 365 365 367 373 376 375 385
Trongsa corVAN 200 650 202 206 200 163 163 163 163 163
Bubja SAU/P2P 128 21 21 21 24 24 25 25 25
Chendebji 8 7 7 7 7 7 7 7
Tashidenkha SAU 8 8 8 8 8 8 8 8
Tshangkha SAU/P2P 64 34 33 36 38 39 39 41 42
Jakar RLU 892 563 557 573 563 584 575 569 552
Chumey SAU/P2P 256 165 165 167 168 167 167 167 167
Zhemgang RLU 376 233 231 227 230 233 233 239 237
Z/Gang corDECT 250 77 69 89 83 80 84 67 64
Z/Gang corVAN 200 500 133 133 120 119 119 112 109 106
Sub Total 8212 3663 3624 3639 3638 3639 3655 3608 3589 0 0 0 0

Station
XGE

TC

TCStation
XGE
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REGION 3 (Western Region )
JAN FEB MAR APR MAY JUN JUL AUG SEP OCT NOV DEC
CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL

Thimphu NEC TLS 14320 8883 8540 8666 8631 8664 8718 8791 8799
Simtokha ELU 720 522 484 507 609 622 625 608 641
Ngabiphu SAU/V5P 128 37 37 41 44 44 44 44 45
K/Dapchu SAU/V5P 384 195 197 211 216 218 218 218 222
D/choling ELU 600 433 403 410 413 404 410 421 445
Thimphu corVAN 100 600 98 98 96 96 94 94 92 89
Thimphu FTTC 3000 777 784 799 808 823 830 838 822
Punakha RLU 632 429 435 448 422 434 437 431 442
Lobesa/Tgang SAU/V5P 232 192 196 198 197 197 208 207 208
Wangdue E10 912 766 764 777 779 773 771 762 759
Bajo FTTC 512 396 397 403 409 417 421 424 431
Hebesa SAU/V5P 64 4 4 4 4 4 4 4 4
Kamichu 120 57 63 65 67 67 65 66 69
Rurichu SAU/V5P 128 72 72 82 83 82 84 86 86
Wangdue corVAN 20 900 419 93 94 94 94 95 95 95
Gasa SAU/V5P 64 17 17 17 17 18 18 18 18
Damji SAU/V5P 24 12 12 16 20 25 30 30 31
Laya E-Post 1 1 1 1 1 1 1 1 1
Lunana 2 2 2 2 2 2 2 2
Paro NEC LS 3192 1529 1561 1521 1602 1632 1651 1620 1624
Paro corVAN100 500 94 91 91 84 81 81 77 73
Satsam SAU/P2P 256 249 251 250 255 256 256 256 256
Haa RLU 732 391 336 351 351 348 353 352 356
Damthang SAU/P2P 128 38 38 38 39 45 45 46 46
Jengkana SAU/P2P 32 13 15 15 15 15 15 15 14
Sombekha E-Post 1 1 1 1 1 1 1 1 1
 Sub Total 28182 15627 14892 15104 15259 15361 15477 15505 15579 0 0 0 0
All the E-post numbers are released from Thimphu Switch.

REGION 4 (South Western Region ) 

JAN FEB MAR APR MAY JUN JUL AUG SEP OCT NOV DEC
CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL CL

P/Ling NEC LS 4728 2690 2701 2678 2698 2695 2694 2669 2670
Gedu SAU/P2P 384 344 340 348 347 346 265 264 267
Shinchekha/
Rinchentse SAU/P2P 168 135 134 122 122 120 121 120 120
Pasakha SAU/P2P 256 147 147 146 146 144 144 141 141
Samtse NEC LS 1772 452 456 468 481 486 496 486 493
Samtse corVAN 200 200 25 24 23 24 17 16 0 0
Gomtu SAU/P2P 256 199 201 208 200 208 210 200 199
Sibsu SAU/P2P 256 74 75 76 72 81 83 75 70
Chukha SAU 181 185 191 184 187 186 187 187
Tshimasham RLU 764 270 273 293 298 304 307 306 309
Chapcha SAU/P2P 128 31 26 31 33 34 33 32 32
Sub Total 8912 4548 4562 4584 4605 4622 4555 4480 4488 0 0 0 0
G/Total 52768 27522 26506 26976 26934 27189 27171 27019 27024 0 0 0 0

Station
XGE

Station
XGE

TC

TC
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9．電話料金、インターネット料金

(付属資料 9) 

 電話料金（市内通話、市外通話、国際通話、インターネット料金） 
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DRUKNET SERVICE TARIFF 
Set up charges: 
1. BTN 1350 for Standard Modem with 1 year warranty 
2. BTN 1650 for D-Link DSL-2520-U (Wired) with 1 year warranty 
3. BTN 2200 for D-Link DSL-2730-U (Wireless) with 1 year warranty 
4. Nu 250.00 if customer wants to install their own CPE*. 
(* CPE needs to be tested for compatibility with the network) 
Monthly Prepaid Broadband rates: 
Package Name Circuit Bandwidth Monthly Tariff(NU) Data 
Upload/Download Limit validity 
Home Upto 2 Mbps 399.00 4 GB 30 days 
Office Upto 2 Mbps 1499.00 16 GB 30 days 
Enterprise Upto 2 Mbps 2499.00 27 GB 30 days 
Monthly Postpaid Broadband rates: 
Package Name Circuit Bandwidth Monthly Tariff(NU) Data 
upload/Download Limit Additional Usage Charge per MB (NU) 
Home Upto 2 Mbps 499.00 4 GB 0.123 
Office Upto 2 Mbps 1599.00 13 GB 0.121 
Enterprise Upto 2 Mbps 2999.00 25 GB 0.119 
Note: TARIFF EFFECTIVE FROM 1 JULY 2013 
Tariff for corDECT WLL 128 Kbps services: 
Package Circuit Bandwith Monthly Tariff(NU) Data Upload/Download 
Limits Additional Charge of Data upload/Download 
CorDECT-128 Upto 128 kbps 700.00 300 MB 2.5 
 
For FTTH ….. ONT  …….Nu. 5000.00 
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10．B-Wallet の冊子

(付属資料 10) 

B-Wallet の冊子 
 

D-  
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11．OSP 部門の人材育成状況一覧

                OSP部門の人材育成状況一覧　　　　　　　　　　(付属資料11)

2013.9.23

sl. No Training Year Place Type No. of Trainee

1 OSP refresher course 2005 Thimphu In country 15

2 OSP Senior linemen course 2005 Thimphu In country 10

3 OSP Incharge course 2005 Thimphu In country 5

4 OSP induction course 2005 Thimphu In country 10

5 OSP training & Study Visit 2006 BKK Ex country 12

7 OSP cables 2007 India Ex country 4

8 Outside plant Ntework 2008 BKK Ex country 12

9 Optical Fibre engineering Introduction cours 2012 Thimphu In country 20

Training for OSP Officials(BT)
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12．OSP 部門の資機材一覧

                           OSP部門の資機材一覧　　　　　　　　　　　　　　　　(付属資料12)

LIST OF EXISTING TOOLS  AND MATERIALS IN OUTSIDE PLANT(BT)
2013.9.23

SL No ITEMS SPECIFICATION QUANTITY REMARKS
1 Roller Single 10 Nos
2 Roller Double 20 Nos
3 Semira 1.5T 3 pairs 2 pair out of order
4 AC Generator 220 Volts 2 Nos 1 out of order
5 AC Generator 110 Volts 1 No
6 Air Compressor Japan 1 No
7 Water Pump 1 No Out of order
8 Cable Winch 1 No 1992
9 Warning Tape 20 coils

11 Ducting Rod Heavy 2 Coils 1 coil bend
12 Ducting Rod Medium 2 Coils 1 Damaged
13 Ducting Rod Small 2 Coils
14 Materials Bucket 25 Nos
15 Platform 2 Nos
16 Sign Board warning Board 10 Nos
17 Trolley 2 Nos
18 UG Cable roller 2 Nos
19 Cable cutter 8 Nos
20 Cable Tensionoing meter 8 Nos
21 Exhaust Fan 3 Nos
22 Cable Jack Mini 5 Pairs
23 Cable pair cheeker 3 Nos Out of order
24 Duct shield 20 Nos
25 Height Measurement Small 4 Nos
26 Height Measurement Big 4 Nos
27 Rope roller 2 Nos Out of order
29 Universal Jointing Kits 3 sets
30 Cable ladder 7 m 2 Nos Out of order
31 White board 1 No
32 Osp Emmergiency Van 1 No
33 Folk Lift 1No
34 Crane Truck 1 No
35 Soil Remover 5 Nos Broken
36 Safty Belt 5 Nos 3 Nos Damaged
37 Side Cutter 20 Nos 15 Damaged
38 Cable Ladder 5 Nos 3 Damaged
39 Splicing Machine 2 Sets 1 Batt damaged

1 Arc damaged
40 OTDR 2 Sets 1 Damaged
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LIST OF EXISTING SOFTWARE AND MATERIALS IN GIS UNIT

SL No ITEMS SPECIFICATION QUANTITY REMARKS

1 Desktop PC Flat 19" Screen 1 No

2 CPU 3.2 Ghz 1 GB RAM 1 No  

3 HP Design jet  800 42" 800 1 No

4 HP Laserjet Laserjet 8150 1 No

5 HP Scanjet Scanner 5590 1 No

6 External Hard disk Seagate 160 GB 1 No

7 External Hard disk Maxtor  80 GB 1 No

8 GIS Software Arc View 3.3 1 No
9 Extension software Arc View 3D Analyst 1 No                   ''

10          '' Spatial Analyst 1 No                   ''
11          '' Crystal Report 8.5 1 No Designed only for Arc view 3.3
12          '' ESRI data and Maps 4 Nos          old version
13 Tarra sync professonal V 2.52 1 No For DGPS data collection
14 DGPS  with Stylus Geo XT 2003 1 No             Working 
15 DGPS with Stylus Geo XT 2005 1 No             Working 
16 External Antenna for GPS 2 Nos             Working 
17 Vehicle Power Adaptor GPS Charger 2 Nos             Working 
18 GPS Patherfinder Ver 3.0 1 No GPS software working
19 Drawing Table Wooden made 1 No Map drawer
20 Digital Camera 1 No not working

21 UPS RS 1000 APC 1 No
22 Arc View Manual Manual Books 6 Nos. For Arc View

No graphic card and resolution 
is poor ,screen is bit small for 
mapping purpose
Processing unit and memory  is
limited for huge maps and data
Head needs to be repaired and 
required maintenence
No color option  need  A4 and
A3  color printing purpose
Required maximum of A3 
scanning  purpose
Too small for GIS data backup

Too small for GIS data backup
from the site
Limited features and functions
just for visualisation and 
presenting data ,complex 
database queries is difficult, 
limited  layout features while 
printing

Capacity is low for existing  
System
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13．BT の要望機材

BT の要望機材          (付属資料 13) 

 

MATERIALS NEED FOR FIBER ACCESS NETWORK SECTION. 

1. GPON Equipments (GPON system & Access Cabinets) as pilot project…... 2 sites 
2. Splicing VAN   ‐‐‐‐‐‐‐‐  1 No. 
3. Splicing Machines ……………………. 2 sets 
4. OTDR   ……………………………………… 2 Sets 
5. Power Meter ……………………………  2 sets 
6. Fault locater   ……………………….. 2 sets 
7. Tools kits …………………………………. 2 sets 
8. FTTH passive Indoor materials: Outlets, patch cords, etc 
9. Ducting Rods, 200 mtrs.  …………………………. 5 Nos.         
10. UG drilling machine (If possible) ……………….. 1 No. 
11. Semira ……………………………………. 10 pairs 
12. Safety belts ……………………………. 10 Nos. 
13. Wretch range   ………………………. 10 Nos. 
14. Side cutter ……………………………… 20 Nos. 
15. Cable web cutter ……………………. 20 Nos 
16. Water Pump ………………………….. 3 Nos. 
17. Connector Punching tools ……….20 Nos. 
18. Cable ladder ………………………… 5 Nos. 
19. Soil remover ……………………….. 20 Nos. 

 
 
FOR GIS/GPS: 
 

1. GIS Software ArcGIS 10/10.1. Or Intergraph Software for Fiber Management(G‐technology) 
2. Hybrid Computer desktop (24”) with High resolution Graphic card with CPU for digitizing the 

network infrastructure system. 
3. High version Lap top for mapping of GIS system  
4. Two in one Color Printer & scanner for printing of maps (A3 & A4 size paper) 
5. Plotter for printing of Maps max A0 size paper 
6. Digital Camera with external card 
7. External Hard drive(terabyte) for GIS data backup 

 
ANY OTHER EQUIPMENTS/TOOLS REQUIRED FOR THE EXPERIMENTAL PROJECT  SITES AND TRAINING 
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14．MoIC 組織図
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15．BT の年次報告書 2012

                               (付属資料 15) 

                 BT の年次報告書                 
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16．DHI の年次報告書 2012

      (付属資料 16) 

 DHI の年次報告書 
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17．Bhutan の通信・ブロードバンド政策 2013
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18．クンセル新聞（M/M 署名式）関係記事

                    (付属資料 18) 

クンセル新聞（署名の記事）2013.9.28 
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